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（１）河川水 

１）水資源開発の現状 

河川の流量が乏しく、河川の自流を水源とした安定的な水利用ができない場合には、ダム

などの水資源開発施設により水源を確保する必要がある（参考３－１－１）。 

これらダムなどの水資源開発施設による開発水量のうち、都市用水の開発水量は令和５年

（2023 年）３月末において約 192.2 億㎥／年であり、その内訳は、水道用水が約 131.7 億㎥

／年、工業用水が約 60.5 億㎥／年となっている（図３－１－１、参考３－１－２）。 

地域ごとに、ダムなどの水資源開発施設による都市用水の開発水量をみると、水道用水で

は関東内陸、関東臨海、東海、近畿内陸が、工業用水では東海、山陽、四国がそれぞれ大き

い（図３－１－２、参考３－１－３）。 

令和 4 年度（2022 年度）は、都市用水又は農業用水の開発を目的とするダムなどの水資

源開発施設の完成はなかった。（参考３－１－４、参考３－１－５）。 

水資源に関する施策は、長期的かつ総合的な観点から計画的に推進する必要がある。長期

的な水需給の見通しを示すともに、水資源の開発、保全、及び利用に関する基本的方向を明

らかにするために、都道府県において長期水需給計画を作成してきた（参考３－１－６）。 

 

２）不安定取水の現状 

河川水を取水する場合、水資源開発施設がまだ完成していない状況でも、その緊急性等か

らやむを得ず取水していることがある。このような取水は、河川水が豊富なときだけしか取

水できないため不安定な取水となっている。 

令和４年（2022 年）12 月末における都市用水の不安定取水量は、全国で約６億㎥／年で

ある。不安定取水量の都市用水使用量に対する割合を地域別にみると、関東臨海が約９％と

高く、これに続き関東内陸で約４％となっている（図３－１－３、参考３－１－７）。 
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（注）1. 国土交通省水資源部調べ 
2. 開発水量（億ｍ3/年）は、開発水量（ｍ3/ｓ）を年量に換算したものに負荷率を乗じて求めた。 

負荷率（一日平均給水量/一日最大給水量）は、ここでは 5/6 とした。 
 

図３－１－１  完成した水資源開発施設による都市用水の開発水量の推移 
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（注）1. 国土交通省水資源部調べ 
2. 2022 年度までの累計開発水量である。 
3. 地域区分については、参考１－２－２を参照 
4. 開発水量（億ｍ3/年）は、開発水量（ｍ3/ｓ）を年量に換算したものに負荷率を乗じて求めた。 

負荷率（一日平均給水量/一日最大給水量）は、ここでは 5/6 とした。 
 

図３－１－２  地域別のダム等水資源開発施設による都市用水の開発水量 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

北
海
道

東
北

関
東
内
陸

関
東
臨
海

東
海

北
陸

近
畿
内
陸

近
畿
臨
海

山
陰

山
陽

四
国

北
九
州

南
九
州

沖
縄

開
発
水
量

水道用水

工業用水

（億m3/年）

2023年3月末現在



第 3 章  水の適正な利用の推進 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
（注）1. 国土交通省水資源部調べ 

2. 地域区分については、参考１－２－２を参照 
3. 不安定取水量は、不安定取水を安定化させるために確保すべき水量として計上（2022 年 12 月末現在） 
4. 都市用水使用量は、2020 年値(取水量ベ－ス) 
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図 3－１－３  地域別の不安定取水量の都市用水使用量に対する割合 
 

３）水資源開発促進法に基づく水資源開発の現状 

昭和 36 年（1961 年）に制定された水資源開発促進法では、産業の開発又は発展及び都市

人口の増加に伴い用水を必要とする地域について、広域的な用水対策を緊急に実施する必要

がある場合に、その当該地域に対する用水の供給を確保するため水資源の総合的な開発及び

利用の合理化を促進する必要がある河川の水系を水資源開発水系（以下、「指定水系」とい

う。）として指定することとされている。そして、指定水系においては、水資源の総合的な

開発及び利用の合理化の基本となるべき水資源開発基本計画（通称：フルプラン）を決定す

ることとされている。 

水資源開発水系は、国土交通大臣が厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣その他関

係行政機関の長に協議し、かつ、関係都道府県知事及び国土審議会の意見を聴いて、閣議の

決定を経て指定される。また、水資源開発基本計画についても、同様の手続きを経て決定、

変更される。 

令和５年（2023 年）３月末における指定水系は、利根川水系、荒川水系、豊川水系、木

曽川水系、淀川水系、吉野川水系、筑後川水系の７水系であり（図３－１―４）、利根川水

系と荒川水系は２水系を１計画として、合計６つの計画が決定されている（表３－１－１）。 

指定水系の流域並びに指定水系から水の供給を受ける地域（以下「フルプランエリア」と

いう。）における人口及び製造品出荷額等が全国に占める割合は、それぞれ約 53％、約 46％

である（図３－１－５、図３－１－６）。 
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－
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５
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給
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を
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す
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給
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－
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６
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給
に

影
響

の
大

き
い

リ
ス
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び
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実
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踏
ま

え
、
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設
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＜
渇
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に

対
す

る
目

標
＞
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箇
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能
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す
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と
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往
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活
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＜
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＞
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す
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設
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早
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設
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す
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＞
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設
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・

確
保

す
る

こ
と

水
供

給
に

影
響

の
大

き
い

リ
ス

ク
、

及
び

当
該

地
域

の
実

情
を

踏
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＜
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＞
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す
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＜
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＞
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す
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＞
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・
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踏
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＜
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を
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と
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＜
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＞
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す
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す
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す
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踏
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＜
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＞
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＜
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＞
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・
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1
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2
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荒

川
水

系
）
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初

計
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決
定
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び

以
降

の
全

部
変

更

現
行
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画
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定
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日
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3
7
年

4
月

2
7
日

（
利

根
川

水
系

）
平

成
2
年
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年
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1
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－
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概
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利
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木

曽
川
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淀
川
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野

川
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筑

後
川
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（注）1. 総務省報道資料「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数（令和 4 年 1 月 1 日現在）」を基にし
て国土交通省水資源部が集計した。 

2. フルプランエリアは、市区町村界を基に集計している。 
3. 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 
 

図３－１－５  総人口に占めるフルプランエリアの人口の比率（令和 4 年（2022 年）） 

利根川・荒川水系

26.1%

豊川水系

0.6%
木曽川水系

7.2%

淀川水系

13.5%

吉野川水系

1.6%

筑後川水系

4.1%

フルプランエリア

(53.3%)
67百万人

フルプランエリア外

(46.7%)
59百万人

全国の人口
(100%)

127百万人

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

図３－１－４  水資源開発水系位置図 

筑後川水系

吉野川水系
淀川水系

木曽川水系

利根川・荒川水系

豊川水系
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（注）1. 国土交通省水資源部調べ。 

2. フルプランエリアは、市区町村界を基に集計している。 
3. 製造品出荷額等は従業者 30 人以上の事業所を対象とし、令和 2 年（2020 年）を基準年とする実質値である。 
4. 四捨五入の関係で合計が合わないことがある。 

 
図 3－１－６  全国の製造品出荷額等に占めるフルプランエリアの比率（令和２年（2020 年）） 

利根川・荒川水系

18.2%

豊川水系

2.0%

木曽川水系

10.8%

淀川水系

12.1%

吉野川水系

1.4%

筑後川水系

1.6%

フルプランエリア

(46.0%)

125兆円

フルプランエリア外

(54.0%)

146兆円

全国の
製造品出荷額等

(100%)
271兆円
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①  水資源開発水系における水資源開発の現状 

指定水系においては、水資源開発基本計画に基づきダム、水路等の建設事業又は改築事業

を実施されてきており（参考３－１－８～14）、令和５年（2023 年）３月末までに開発され

た水量は、７水系全体で約 450 ㎥／s となった。なお、現行の水資源開発基本計画に基づく

事業が全て完了すると、開発水量は約 456 ㎥／s となる予定である（図３－１－７）。 

 

  

（注） 1. 国土交通省水資源部が作成。 
2. 開発水量は、各水系における現行の水資源開発基本計画の説明資料に掲上されている事業、開発水量に基づき整理。 
３.開発水量は、事業が完了（概成を含む）したものについて、各事業の完了年度ではなく、施設の管理開始年度に加算している。 
４.上水道給水人口は、公益社団法人日本水道協会「水道統計」をもとに、国土交通省水資源部がフルプランエリアについて整理。 
５.製造品出荷額等は、経済産業省「工業統計表」をもとに国土交通省水資源部がフルプランエリアについて整理。 
６.開発水量は年度、上水道給水人口及び製造品等出荷額は年で整理し記載している。 
 

図３－１－７  水資源開発水系における開発水量、上水道給水人口及び製造品出荷額等の推移 
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②  水資源開発基本計画をめぐる最近の動き 

水資源開発基本計画に基づき、半世紀以上にわたってダムや水路等の施設を整備してきた

結果、水資源開発水系において予定された開発水量の確保が、おおむね達成される見込みで

ある（図３－１－７）。一方、近年、気候変動に伴う危機的な渇水、地震等の大規模災害、

急速に進行する水インフラの老朽化に伴う大規模な事故など、水資源を巡る新たなリスクや

課題が顕在化している現状を踏まえ、平成 27 年(2015 年)３月国土審議会答申「今後の水資

源政策のあり方について」において、これまでの需要主導型の「水資源開発の促進」からリ

スク管理型の「水の安定供給」へ水資源政策の進化を図るべきとの提言が示された。また、

平成 29 年(2017 年)５月国土審議会答申「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発

基本計画のあり方」（図３－１－８）においては、先の答申を踏まえ、水資源開発基本計画

をリスク管理型の新たな計画へと抜本的に見直すことが必要であると提言された。 

これら２つの答申を受け、国土交通省では全７水系６計画の水資源開発基本計画の抜本的

な見直しに着手することとし、平成 31 年４月に吉野川水系、令和３年５月に利根川・荒川

水系、令和４年５月に淀川水系、令和５年１月に筑後川水系について、新たなリスク管理型

の計画が、閣議決定を経て国土交通大臣により決定された。 

この水資源開発基本計画の見直しによって、既存施設の徹底活用によるハード対策と合わ

せて必要なソフト対策の一体的な推進が図られ、危機時において必要な水が確保されること

が期待される。 

残りの２水系についても、順次計画の見直しに着手していくこととしている。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
図３－１－８  水資源開発基本計画の見直し 

・大規模災害、大規模な事故、危機的な渇水等の新たなリスクの顕在化を踏まえた、今後の水資源施策
のあり方についての基本的な考え方を示したもの

『今後の水資源政策の
あり方について』

国土審議会水資源開発分科会
H25.10.22諮問
H27.  3.27答申

『リスク管理型の水の安定供給

に向けた水資源開発基本計画

のあり方について』

国土審議会水資源開発分科会
H28.12.22諮問
H29. ５.12答申

各水系のフルプランの見直しに着手
・利根川水系及び荒川水系 ・豊川水系 ・木曽川水系 ・淀川水系 ・吉野川水系 ・ 筑後川水系

～ 需要主導型の「水資源開発の促進」からリスク管理型の「水の安定供給」へ ～

１．水供給を巡るリスクに対応するための計画
発生頻度は低いものの水供給に影響が大きいリスクにも対応

２．水供給の安全度を総合的に確保するための計画
不確定要素を考慮して、水需給バランスを総合的に評価
地域の実情に即した取組を着実に推進

３．既存施設の徹底活用
大規模災害等の危機時も含めて水の安定供給を確保

４．ハード・ソフト施策の連携による全体システムの機能確保
水供給の全体システムとしての機能を確保するため、
ハード対策とソフト対策を一体的に推進

・先の答申を踏まえ新たなフルプランの策定指針を示したもの

平成27年3月の答申

平成29年5月の答申

【今後の水資源政策の基本理念】
『安全で安心できる水を確保し、安定して利用できる仕組みをつくり、水の恵みを将来にわ
たって享受することができる社会を目指すこと』

新たな水資源開発基本計画のあり方
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（注）１. 国土交通省水資源部調べ 
2. 開発水量（億 m3/年）は、開発水量（m3/s）を年量に換算したものに負荷率を乗じた値。 

負荷率（一日平均給水量/一日最大給水量）は、ここでは 5/6 とした。 
 

図 3－１－９  水資源機構事業による都市用水開発水量と割合 

③ 独立行政法人水資源機構の事業 

水資源機構は、水資源開発施設の新築・改築等（新築で水の供給量を増やすものは着手済

みの事業等に限る）から管理までを一貫して実施しており、令和５ 年（2023 年）４月にお

いて、我が国の都市用水の約 42％を開発している（図３－１－９）。水資源開発水系におい

て、令和５年（2023 年）４月末までに開発された全水量の約 451m3／s のうち、約 83％にあ

たる約 375m3／s を水資源機構が開発している（参考３－１－８）（参考３－１－15）。 

令和５年度（2023 年度）は、ダム等建設事業 8 及び用水路等建設事業 8 事業を実施して

いる。また、現在 54 の水資源開発施設（概成を含む）の管理を実施している（参考３－１

－16）。 

 

 

 

 

 

（２）地下水 

令和 2 年（2020 年）の我が国の都市用水及び農業用水における地下水使用量は約 100 億

㎥／年と推計され、都市用水及び農業用水の全使用量約 798 億㎥／年の約 13％を占めてい

る（参考３－１－17）。 

都市用水に限ってみると、我が国における令和 2 年（2020 年）の都市用水の取水量約 265

億㎥／年の水源は、河川水が約 194 億㎥／年（構成比約 73％）、地下水が約 72 億㎥／年（同

約 27％）となっている（表３－１－２）。 

このほか、養魚用水、消流雪用水、建築物用等として、それぞれ約 12 億㎥／年、約４億

㎥／年、約２億㎥／年が使用されており、全地下水使用量としては約 118 億㎥／年と推計さ

れる（図３－１－10、参考３－１－17）。 

全国の地下水使用量の近年の推移をみると、生活用水はほぼ横ばいとなっているが工業用

水は減少傾向にあり、都市用水全体としても減少傾向となっている。（図３－１－11）。 

また、地域別、用途別の地下水依存率についてみると、都市用水は関東内陸、東海、北陸、

中国山陰、南九州で、農業用水は関東内陸でそれぞれ高くなっており、両者を合わせると関

東内陸、東海、中国山陰、四国、南九州において高くなっている。特に関東内陸では全国平

均の２倍程度の高い依存率となっている（図３－１－12）。 

なお、地域によっては地盤沈下等の影響が確認されている（第３章３地下水の適正な保全

及び利用）。 
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（注）1. 生活用水及び工業用水（2020 年の使用量）は国土交通省水資源
部調べによる推計 

2. 農業用水は、農林水産省「第５回農業用地下水利用実態調査
（2008 年度調査）」による。 

3. 養魚用水及び消流雪用水（2021 年度の使用量）は国土交通省水
資源部調べによる推計 

4. 建築物用等は環境省調査によるもので、条例等による届出等により
2021 年度の地下水使用量の報告があった地方公共団体（19 都道
府県）の利用量を合計したものである。 

（一部 2020 年データを含む） 

図 3－１－10  地下水使用の用途別割合 

工業用水

44.3億m3/年

37.6%

生活用水

27.3億m3/年

23.2%

農業用水

28.7億m3/年

24.3%

養魚用水

11.6億m3/年

9.8%

建築物用等

1.6億m3/年 1.3%

117.8億m3/年

100.0%

消流雪用水

4.4億m3/年 3.7%

表 3－１－２ 
地域別の都市用水の水源別取水量（2020 年） 

（単位：億ｍ3／年） 

 
 
 
 

合計

北海道 13.0 92.1% 1.1 7.9% 14.1

東北 20.1 80.4% 4.9 19.6% 25.1

関東 54.6 79.5% 14.1 20.5% 68.8

　関東内陸 9.9 57.3% 7.4 42.7% 17.3

　関東臨海 44.7 86.9% 6.7 13.1% 51.5

東海 25.2 58.6% 17.8 41.4% 43.0

北陸 4.2 39.8% 6.4 60.2% 10.6

近畿 28.5 81.2% 6.6 18.8% 35.1

　近畿内陸 6.5 69.7% 2.8 30.3% 9.4

　近畿臨海 22.0 85.4% 3.8 14.6% 25.8

中国 19.2 73.6% 6.9 26.4% 26.0

　山陰 2.1 40.2% 3.2 59.8% 5.3

　山陽 17.0 82.2% 3.7 17.8% 20.7

四国 7.9 68.3% 3.7 31.7% 11.6

九州 18.8 72.1% 7.3 27.9% 26.0

　北九州 12.4 75.7% 4.0 24.3% 16.4

　南九州 6.4 52.9% 5.7 47.1% 12.0

沖縄 2.1 80.5% 0.5 19.5% 2.6

全国 193.6 73.0% 71.6 27.0% 265.2

河川水 地下水

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（注）1. 都市用水（生活用水及び工業用水）は、公益社団法人日本水道協会「水道統計」、経済産業省「工業統計表」及び 5 年ごとに実施される総務省・経済産

業省「経済センサス-活動調査」をもとに国土交通省水資源部により推計  
(「工業統計表」及び「経済センサス-活動調査」では、日量で公表されているため、日量に 365 を乗じたものを年量とした。) 
※2020 年より、母集団名簿を「工業調査準備調査名簿(経済産業省)」から「事業所母集団データベース(総務省)」に変更したことや調査への回答状況等に 

より集計結果に変動が生じている場合がある。 
2. 農業用水は、農林水産省「農業用地下水利用実態調査（1974 年４月～1975 年３月調査、1984 年９月～1985 年８月調査、1995 年 10 

月～1996 年９月調査及び 2008 年度調査）」による。 
 

図 3－１－11  全国の地下水使用量の推移 
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図 3－１－12  地域別の用途別地下水依存率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1. 国土交通省水資源部調べ 
2. 都市用水の全体使用量は 2020 年度の使用量より算出 
3. 農業用水の全体使用量は国土交通省水資源部による推計値で 2020 年度の値である。地下水使用量は農林水産省「第 5 回農業用地下水利用

実態調査（2008 年度調査）」より算出 
4. 地域区分については、参考１－２－２を参照 
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表 3－１－３  下水処理水の用途別再利用状況の推移 

 

（注）1. 国土交通省下水道部調べ 
2. 処理場数の合計は再利用用途による重複を含まない 

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

736 728 776 761 574 844 725 800 784 777 519 2.3% 39

２．環境用水

　1）修景用水 5,192 5,182 4,813 4,125 5,664 4,484 4,460 4,928 5,207 5,137 4,938 21.4% 67

　２）親水用水 453 382 542 482 392 444 405 406 370 435 405 1.8% 11

　３）河川維持用水 5,201 5,161 6,179 5,860 6,069 7,196 5,893 4,946 7,623 7,337 9,198 39.9% 17

３．融雪用水 4,180 3,931 5,265 4,118 4,286 4,177 4,407 4,704 4,309 4,112 4,255 18.5% 37

75 47 57 70 73 80 54 121 141 39 50 0.2% 166

５．農業用水 1,645 1,585 1,164 899 1,311 1,205 1,413 1,399 1,117 1,294 1,454 6.3% 26

６．工業用水道への供給 162 170 249 157 219 219 256 273 275 216 214 0.9% 5

７．事業所・工場へ供給 1,556 1,552 2,088 2,186 2,079 2,070 2,151 2,453 2,112 1,935 2,011 8.7% 56

19,200 18,738 21,133 18,657 20,667 20,720 19,764 20,030 21,938 21,282 23,044 100.0% 300計

再生利用用途
再利用量割合
（2020年度）

処理場数
（2020年度）

４．植樹帯・道路・街路・
　　　工事現場の清掃・散水

１．水洗トイレ用水
　　　（中水道・雑用水道等）

再利用（万m3／年）

（３）その他の水資源 
１）下水・産業廃水等の再生利用の現況 

水資源の有効利用及び水環境の保全等の視点から、経済性等に配慮しつつ下水処理場や農

業集落排水施設において発生する処理水の再利用や産業廃水の再生利用が行われている。 

下水処理水は、令和２年度（2020 年度）には全国で約 2,200 の下水処理場から約 150.3 億

㎥／年が発生し（国土交通省下水道部調べ）、農業集落排水の処理水については、令和４年

度（2022 年度）には約 3.0 億㎥／年が発生していると推計される（農林水産省調べ）。 

下水処理水の再利用は、令和２年度（2020 年度）において 300 処理場で行われており、

その水量は約 2.3 億㎥／年となっている（表３－１－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）雨水利用の現況 

令和４年（2022 年）３月末において、約 12 百万㎥の雨水が利用されており、雨水利用施

設の 4,105 施設において、水洗トイレや散水の用途として雨水が利用されている（国土交通

省水資源部調べ）。 

 

３）海水等の淡水化の現況 

海水から塩分等を除去し淡水を得る技術が、海水淡水化技術である。この技術は、塩分や

鉱物イオンが含まれる地下水等からの不純物除去にも利用されている。 

既に普及・実用化されている淡水化方式として、蒸発法、逆浸透法、電気透析法がある

（参考３－１－18、19）。水資源の乏しい離島等における生活用水の水源として用いられ、

最近では、エネルギ－消費量が他の方式に比べて少ない逆浸透法プラントが増加している。 

生活用の淡水化プラントは、令和５年（2023 年）３月末において、全国で約 11 万㎥／日

の造水能力となっている（国土交通省水資源部調べ）。このうち、水道用水の水源とされて

いる海水淡水化プラントは、地域特性に応じて一日当たりの施設能力が数十～数百㎥程度の

小規模なものが多いが、福岡県で５万㎥／日、沖縄県で４万㎥／日の造水能力を有する大規

模なものも供用されている（図３－１－13、参考３－１－20）。 
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（注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－１－13  淡水化プラント  
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表 3－１－４  水道の種類別、経営主体別箇所数の推移 
 

 

 

 

 

 

（注）厚生労働省「水道の基本統計 令和 3 年度 水道の種類別箇所数」による。 

（４）水の供給事業等 
１）水道事業体等 

① 水道事業 

水道事業は主に市町村により経営されており、このうち、給水人口が 5,000 人以下である

ものを特に簡易水道事業といい、それを超えるものを慣用的に上水道事業と呼んでいる。令

和４年（2022 年）３月末の水道事業数は全国で 3,719 事業、そのうち上水道事業数が 1,304

事業である。これ以外に、専用水道（原則として、寄宿舎、社宅等の自家用水道等で 100 人

を超える居住者に給水するもの又は一日最大給水量が 20 ㎥を超えるもの）が 8,189 ヶ所あ

り、近年増加している（表３－１－４）。これらの水道の令和３年（2021 年）３月末におけ

る合計普及率は 98.1％に達している（図３－１－14）。 

なお、水道から、生活用水のほか食料品産業など一部の工業用水の用途にも供給されてい

る（「第２章３工業用水」における工業用水使用量は、水道から供給されている分を含んで

いる）。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種　　別 経営主体 1965年度 1975年度 1985年度 1995年度 2000年度 2005年度 2010年度 2015年度 2019年度 2020年度 2021年度
都道府県 6 10 6 6 5 5 5 5 5 5 5

市 588 638 613 612 615 930 843 790 727 717 706
町 718 1,007 1,123 1,153 1,160 569 500 489 477 480 475

上水道事業 村 63 89 101 94 90 42 37 36 39 37 37
組　　合 28 65 78 76 78 47 49 52 64 64 72
私　　営 13 19 13 11 10 9 9 9 9 9 9

計 1,416 1,828 1,934 1,952 1,958 1,602 1,443 1,381 1,321 1,312 1,304
公　　営 8,379 8,500 8,513 8,022 7,576 6,802 5,874 4,917 2,377 1,866 1,783
そ の 他 5,752 4,719 2,790 1,806 1,403 992 813 712 650 641 632

計 14,131 13,219 11,303 9,828 8,979 7,794 6,687 5,629 3,027 2,507 2,415
合　　計 15,547 15,047 13,237 11,780 10,937 9,396 8,130 7,010 4,348 3,819 3,719
専用水道 3,283 3,921 4,177 4,277 3,754 7,611 7,950 8,208 8,214 8,228 8,189

簡易水道
事　　業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（注）１. 公営社団法人日本水道協会「水道統計」、総務省「国勢調査」等をもとに国土交通省水資源部作成 

２. 地域区分については、参考１－２－２を参照 
３. 数字は普及率（％） 

 
図 3－１－14  地域別の総人口、水道給水人口及び水道普及率（2020 年度末） 
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表 3－１－５  工業用水道事業体数等 
2022 年 3 月 31 日現在 

 

（注）1. 経済産業省調べ 
2. 事業数は工業用水道事業法上の給水開始届け出数である。 
3. 国庫補助の事業数は、改築、災害及び汚泥処理の補助を含まない。 

国庫補助１及び国庫補助２双方の補助を受けている事業があるため、計は一致しない。 

 

事業体数 地方自治体 148

     うち企業団（複数の地方公共団体で一部事務組合を組織） 10

株式会社 1

計 149

事 業 数 国庫補助１（工業用水道事業費補助） 127

国庫補助２（産炭地域小水系用開発事業補助） 14

単独 99

計 236

　給水能力（千m3/日） 21,159

　給水先数 5,792

②  工業用水道事業 

平成 27 年（2015 年）において、工業用水の淡水補給量約 26,215 千㎥／日のうち、工業用

水道から約 43％の約 11,249 千㎥／日が供給され、最大の水源となっている（参考３－１－

21）。 

令和４年（2022 年）３月において、工業用水道事業の事業体数は 149、このうち地方自治

体（企業団を含む）が事業主体になっているものは 148 とその大部分を占めている。給水能

力は、全国で約 21,159 千㎥／日となっている（表３－１－５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 農業用水の供給 

農業用水は、ダム等の貯留施設、頭首工等の河川からの取水施設、それらから導水する幹

線水路等の基幹水利施設、更にほ場につながる末端水路等から構成される農業水利施設を通

じて供給されている。 

これら一連の農業水利施設の管理について、基幹水利施設は土地改良区等、各ほ場に設置

される末端水路等は集落や農家がそれぞれ行っている。令和５年（2023 年）３月末の全国

の土地改良区は 4,126 地区となっている（農林水産省調べ）。 
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（注）公益社団法人日本水道協会「水道統計」をもとに国土交通省水資源部作成 

図 3－１－15  上水道における給水原価の推移 
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（注）公益社団法人日本水道協会「「水道統計」をもとに国土交通省水資源部作成 
 

図 3－１－16  上水道事業の費用内訳の推移 
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２）水の価格 
① 水道事業 

令和２年度（2020 年度）における全国の上水道事業の平均給水原価は 166.5 円／㎥となっ

ており、昨今では、人件費、支払利息などの割合が減少しているなかで、減価償却費などの

割合が増えている（図３－１－15、図３－１－16）。 

上水道料金は、用途や口径別に設定されていることが多い。ほとんどの事業体で従量料金

制がとられており、使用量の増加により単価が高額となる逓増型料金体系の採用数も多い。 

令和２年度（2020 年度）における、10 ㎥当たりの家庭用料金（口径別料金体系は口径

13mm による）の全国平均は 1,564 円となっている（図３－１－17）。 
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（注）1. 経済産業省調べ 

2. 平均料金の算出方法は、施設の能力を重みとした基本料金の加重平均である。 
3. 平均料金は、各年度末現在の値である。ただし、2023 年度は 2023 年 4 月 1 日現在の値 

 
図 3－１－18  工業用水道全国平均料金の推移 
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（注）公益社団法人日本水道協会「水道統計」をもとに国土交通省水資源部作成。1989 年度より消費税、メーター使用料を含む。 

図 3－１－17  上水道における家庭用料金（10m3 当たり）の事業体平均の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  工業用水道事業 

令和５年度（2023 年度）における工業用水道の全国平均料金は 22.98 円／㎥となってお

り、昨今では、支払利息及び人件費の割合が減少し、減価償却費の割合が増加している。資

本費（支払利息＋減価償却費）は、全体の約 50％となっている（図３－１－18、図３－１

－19）。 
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表 3－１－６  10 ア－ル当たり水利費負担額の推移 
（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
（注）１. 農林水産省統計部「米及び麦類の生産費」及び「農産物生産費(組織法人経営)」をもとに国土交通省水資源部作成「米及び麦類の生産費」は、1991 年産調

査から調査項目について一部見直しを行った。 
この見直しに伴い、土地改良にかかる負担金（「償還金負担」等）については、農道や客土の負担分を新たに計上するなど、計上範囲を拡大した。 

２. 「生産費」とは、農産物を生産するために要した費用の合計（「費用合計」：種苗費や肥料費といった材料費に償却資産の減価償却費と労働費を加えたもの。）
から、副産物価格を控除したものをいう。 
1990 年産までは、「第１次生産費」との対比である。 

３. 1980 年までは「全調査農家」、1983 年～2016 年は「販売農家」、2017 年以降は「組織法人経営体」の数値である。 

 
（注）総務省「地方公営企業年鑑」をもとに国土交通省水資源部作成 

図 3－１－19  工業用水道の給水原価の内訳の推移 
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③  農業用水 

農業用水の利用に当たっては、各農家が農業水利施設の建設費用の償還金や施設の維持管

理費などの水利費を負担するとともに、末端水路等の維持管理など活動を行っている。令和

3 年産（2021 年産）の米及び麦類の生産の水利費負担額は、全国平均で 4,335 円／10 ア－ル

で、生産費に対する水利費負担額の割合は 4.0％となっている（表３－１－６）。 

 

 

 

 

 

 

年度  

区分

1,004 1,855 3,166 4,309 5,217 6,812 6,247 4,931 4,133 3,833 3,715 3,582 3,656 3,677 3,821 3,591

維 持 費 負 担 715 1,355 2,335 2,484 2,758 2,722 3,137 2,816 2,972 3,263 3,228 3,140 3,193 3,236 3,436 3,262

償 還 金 負 担 289 500 831 1,825 2,459 4,040 3,074 2,115 1,161 570 487 442 463 441 385 329

380 716 1,236 1,184 1,029 1,141 819 747 582 468 446 471 435 556 574 586

51 105 179 127 152 79 128 103 88 94 81 98 66 71 95 80

53 169 189 230 206 245 66 40 50 73 71 62 34 29 55 78

1,488 2,845 4,770 5,850 6,604 8,277 7,224 5,821 4,853 4,468 4,313 4,213 4,191 4,333 4,545 4,335

生産費に対する

割合（％）
(3.5) (3.7) (3.9) (4.3) (4.8) (6.4) (5.6) (4.9) (4.1) (4.0) (3.9) (4.9) (4.9) (5.1) (4.1) (4.0)

5 18 31 25 44 31 17 1 6 20 17 51 39 31 34 28

85 75 154 138 133 66 25 14 18 22 25 26 17 80 79 90

1,578 2,938 4,766 6,013 6,781 8,347 7,266 5,836 4,877 4,510 4,355 4,290 4,247 4,444 4,658 4,453

(3.7) (3.8) (3.9) (4.4) (5.0) (6.5) (5.6) (4.9) (4.1) (4.0) (4.0) (5.0) (4.9) (5.2) (4.2) (4.1)

42,978 77,772 121,050 137,614 136,310 129,756 129,029 118,594 117,783 112,719 109,471 86,570 86,225 85,429 109,989 109,410
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（注） 1. 総務省「地方公営企業年鑑」により、国土交通省水資源部作成 

2.資本費は、企業債利し、減価償却費（法非適用企業は企業債元金償還金）の合計である。 
3.下水道は、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林業集落排水施設、簡易排水施設、 
  小規模集合排水処理施設、特定地域生活排水処理施設、個別排水処理施設を指しており、特定公共下水道及び流域下水道を除いている。 
4.2006 年度以降の資本費は、分流式下水道等に要する経費控除後の値である。 
5.2007 年度以降の汚水処理原価は、法非適用企業の資本費から資本費平準化債等の収入による償還額を除いて算出したものである。 
 

図 3－１－20  下水道における使用料単価の推移 
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④  汚水処理 

下水道は、汚水の収集・処理、雨水の排除という機能を有し、生活環境の改善や公衆衛生

の向上、浸水の防除、さらには公共用水域の水質保全を図るために欠かすことのできない施

設である。雨水の排除に要する費用は公費により支弁されるが、汚水の収集・処理に要する

費用の一部は使用料金として徴収される。下水道における汚水処理原価（汚水処理費（公費

で負担すべき経費を除く）を年間有収水量で除した値）は、令和３年度（2021 年度）にお

いて全国平均で 141.31 円／㎥となっている（参考３－１－22）。 

また、直接使用者の費用負担に係る使用料単価（使用料収入を年間有収水量で除した値）

は、令和３年度（2021 年度）の全国平均で 136.01 円／㎥となっている（図３－１－20、参

考３－１－22）。 
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（注）雨水利用ハンドブック（（社）雨水貯留浸透技術協会 編集山海堂）
をもとに国土交通省水資源部作成 

 
図 3－２－２  雨水利用システム例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1. 公益社団法人日本水道協会「水道統計」をもとに国土交通省水資源部作成 
2. 有効率＝（給水量－管の漏水等により利用先までに失われる水量）÷ 給水量×100（％） 

 
図 3－２－１  上水道の有効率の推移 

 

 

 

（１）供給・利用段階における有効利用 

１）生活用水 

① 水道事業 

水道の配水管の漏水防止対策などにより、上水道の有効率は平成５年度（1993 年度）に

90％に達し、令和２年度（2020 年度）には 92.4％に達している（図３－２－１）。 

 

  

 

 

② 雨水・再生水利用 

雨水・再生水利用は、雨水や一度使用した

水道水や下水処理の再処理水（再生水）を水

道水と比較して低いレベルの水質でも使用可

能な、冷却用水、水洗トイレの用、散水の用、

冷房用水など人の飲用以外の用途に利用する

ことをいう。雨水・再生水利用には、その利

用規模によって、事務所ビルなどの建築物内

で利用する「個別循環方式」、大規模な集合

住宅や市街地再開発地区等の複数の建築物で

共同で利用する「地区循環方式」、下水処理

場で処理された下水再生水を受け、雑用水と

して利用する「広域循環方式」、雨水のみを

建物内の雑用水として利用する「雨水利用方

式」がある（図３－２－２、参考３－２－

１）。  
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（注）国土交通省水資源部調べ（2021 年度末現在） 
 

図 3－２－3  雨水利用施設数の推移 
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（注）国土交通省水資源部調べ（2021 年度末現在） 
 

図 3－２－4  雨水年間利用量の推移（雨水利用方式） 
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ａ．雨水利用施設数 

令和４年（2022 年）３月末において、雨水を利用している公共施設や事務所ビル等の数

は全国で 4,105 施設である（図３－２－３）。また、雨水利用量は 1,244 万㎥である。（図３

－２－４）。 

地域別にみると、関東臨海及び東海の両地域で雨水を利用している公共施設や事務所ビル

等が全国の約 54％を占めており、特に昭和 50 年代（1970 年代中頃）から雨水等の導入を

推進している東京都に集中している（図３－２－５）。 

用途別には、水洗トイレ、散水での利用が多く、次いで清掃等、その他、消防、修景、冷

却となっている（図３－２－６）。 
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（注）国土交通省水資源部調べ（2021 年度末現在） 

 
図 3－２－５  地域別 雨水利用施設数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）1. 国土交通省水資源部調べ（2021 年度末現在） 

2. 全 4,105 施設の内訳（複数回答） 
 

図 3－２－６  用途別 雨水利用施設数 
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表 3－２－１  雨水利用の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）国土交通省水資源部調べ 

 

ｂ．雨水利用の事例 

雨水利用施設は、宇都宮市立南図書館、名古屋市立科学館、市立奈良病院、熊本地方合同

庁舎Ａ棟等、様々な施設で水資源の有効利用、雨水の集中的な流出抑制を目的として導入が

図られている（表３－２－１）。 

 

 

 

c．雨水の利用の推進 

「雨水の利用の推進に関する法律（平成 26 年法律第 17 号）」が平成 26 年（2014 年）５

月１日に施行され、国に雨水の利用施設の総合的な施策を推進する責務が義務づけられ、平

成 27 年（2015 年）３月 10 日には「国及び独立行政法人等が建築物を整備する場合におけ

る自らの雨水の利用のための施設の設置に関する目標について」が閣議決定され、国及び独

立行政法人等は、新築建築物において雨水利用施設の設置率を原則 100％とすることとなっ

た。また、同日付で「雨水の利用の推進に関する基本方針」が決定され、雨水の利用の推進

に関する施策に係る基本的な事項や推進に関する重要事項が定められた。これにより、「雨

水の利用の推進」として、水資源の有効な利用を図るとともに、下水道、河川等への雨水の

集中的な流出の抑制に寄与することを目的とした取組を積極的に実施することになった。 

 

  

処理方式
集水面積

（m
2
）

貯留槽容量

（m
3
）

利用水量

（m
3
/年）

宇都宮市立南図書館

　　（栃木県）

水洗トイレ用水、

散水用水
濾過処理、消毒処理 5,600 138 2,510 2011年7月

日本体育大学　東京・世田谷キャンパス

 　　（東京都）

水洗トイレ用水、

散水用水
濾過処理、消毒処理 3,743 480 297 2012年1月

名古屋市立科学館　理工館・天文館

　　（愛知県）

水洗トイレ用水、

散水用水

自然沈殿処理、濾過処理、

消毒処理
6,199 1,200

10,085
（井戸水と

混合使用）

2012年2月

市立奈良病院

　　（奈良県）
散水用水 処理なし 1,539 94 336 2013年1月

維新みらいふスタジアム

　　（山口県）
散水用水

自然沈殿処理、濾過処理、

消毒処理
2,000 180 293 2011年4月

高知県立あき総合病院

　　（高知県）
水洗トイレ用水 濾過処理、消毒処理 9,274 252 7,812 2012年11月

熊本地方合同庁舎Ａ棟

　　（熊本県）
水洗トイレ用水 自然沈殿処理、消毒処理 2,236 100 2,725 2010年11月

利用用途

雨　　水

利用開始時期
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               （注）国土交通省水資源部作成 

図 3－２－7  雨水利用のための費用軽減策 

ｄ．雨水利用推進のための施策 

雨水利用の推進を図るため、交付金制度や税制等の施策が講じられており、多くの地方公

共団体で、その実情に応じて条例や要綱及び「雨水の利用の推進に関する基本方針」に即し

た指針等が策定され、助成措置や施策を行うなど積極的に雨水の利用が推進されている（表

３－２－２、図３－２－７、参考３－２－２）。 
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表 3－２－２  地方公共団体における指針等例の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 1. 国土交通省水資源部調べ 
2. 上表の概要には、主に雨水貯留施設について抜粋して記載している 

 

  

 

種類 自治体名 名　　　称
施行
年月

概　　　要

指針
東京都
墨田区

墨田区雨水利用
推進指針

平成
7年
3月

（目的）
　雨水の利用の推進に必要な基本事項を定め、渇水及び洪水の防止、防災対策の推進並びに地域水循環の再生を図
り、安全性の向上と快適な都市環境の創造を図る
（区の責務）
　雨水利用の具体的推進方策を定め、自らの雨水の利用を推進
　区民及び事業者に対して日常生活・事業活動における雨水の有効利用の普及啓発を図る
　国及び東京都と協力して雨水利用の一層の推進を図る
（雨水利用の推進）
　区が所有する建築物を建築（新築、増築、移転）をするものにあっては雨水利用の導入を原則、既存のものは可能な
範囲で導入する
　区以外が所有する建築物は雨水利用を導入するよう指導・助言
　その他の建築物にあっては、助成を行うことにより雨水利用を推進し既存のものにあっては助成を行うことにより可能
な範囲で雨水利用を推進（大規模な建築物は別に定める要綱等により雨水利用を推進する
　区は地域の防災強化、コミュニティの育成、地域緑地の推進の観点から路地尊の設置を推進

要綱 東京都
水の有効利用
促進要綱

平成
15年
8月

（目的）雑用水の利用及び雨水の浸透に係る必要な事項を定め、都市の貴重な水資源の有効利用を促進
（対象地域）東京都全域
（対象建築物及び開発事業）
　延べ床面積が10,000平方メートル以上の建築物
　都市計画法に規定する市街地開発事業のうち開発面積が3,000平方メートル以上の開発事業
　雑用水利用で、雨水利用方式とする場合の対象建築物は、延べ床面積が10,000平方メートル以上
（雑用水利用・雨水浸透施設の設置）前条に規定する対象建築物及び開発事業を施行する事業者は、雑用水利用及雨
水浸透施設の設置に努める
（雑用水の用途）　雨水のみによる雑用水利用は、水洗便所の洗浄水、修景用水、散水、防火用水その他これらに類す
る用途とする
（都の責務）
　自ら実施する事業において、雑用水利用等を促進すると共に都民及び事業者に対する普及啓発に努める
　都は市区町村と協力し、雑用水利用等の施策の推進に努める
　都は融資制度等の優遇措置について都民及び事業者に対して情報提供に努める
　この要綱による円滑な有効利用を推進するため、雑用水利用協議会を設置し関係各局と連絡調整を図る
（市区町村の要綱等）
　建築物及び開発事業を施行する市区町村の雑用水利用等の要綱に定めるところにより推進に努める

条例
愛媛県
松山市

松山市大規模
建築物の節水
対策に関する条例

平成
17年
4月

（要旨）
　本市の区域内で大規模建築物を建築する場合の節水、水資源の有効利用及び水資源の保全の実施
（定義）
　大規模建築物：建築物を新築し又は増築する場合で、専ら倉庫、自動車車庫等を除く部分を除く建築物で新築の床面
積の合計、増築部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの
（節水型設備等の設置）
　節水型機器（条例施行規則に定める節水機器）及び雨水貯留設備（雨水を貯留し、散水・清掃・栽培又は水洗便所の
洗浄用に利用するとともに、下水道、河川等への流出を抑制する機能を備えた設備）を設置しなければならない。
（補助金の交付）
　予算の範囲内において対象建築物に規則で定める容量を超える（有効貯留容量１０立方メートル）雨水貯留施設設備
を設置し、節水型設備等検査済証の公布を受けた建築主に対して交付

市町村
計画

東京都
八王子市

八王子市雨水貯留
浸透推進計画

平成
27年
3月

（目的）
　総合的な治水対策の一環として、雨水の流出抑制により浸水被害を防止するとともに、雨水の利用を推進し水資源の
有効な利用を図り、あわせて雨水の地下浸透により健全な水循環への寄与。
（対象区域）
　八王子市全域
（計画の位置づけ）
　「八王子ビジョン2022」及び「八王子市水循環計画」に基づき、雨水に関する施策や推進方法についてとりまとめた。
　また、平成26年度に施行された「水循環基本法」「雨水の利用の推進に関する法律」との整合を図るとともに、東京都
が策定した「東京都豪雨対策基本方針」及び「中小河川におけるの整備方針」に準拠した計画。
（計画期間）
　平成27年度から36年度の10年間とするが、社会情勢の変化や対策の進捗状況を踏まえて適宜見直す。

要綱 京都府
雨水貯留施設
設置事業費
補助金交付要綱

平成
27年
8月

（要旨）
　府民総ぐるみで雨水を「貯める」取組を進め、近年頻発する短時間豪雨に対する防災や雨水の利活用に役立てるため
に、市町村と連携して雨水タンク（マイクロ呑流）の設置費用の一部を補助。
（目的）
　・河川の急激な増水を抑えることによる浸水被害の軽減。
　・貯めた雨水を植物の水やりに使うなど水資源の有効利用
（補助対象）
　雨水タンクに対する補助を行っているお住まいの市町村。
〈京都市、福知山市、綾部市、宇治市、宮津市、城陽市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、京丹後市、木津川市、
大山崎町、久御山町、宇治田原町、和束町、清華町　　平成28年12月時点〉
（補助金の交付）
　上記、雨水タンクに対する補助を行っているお住まいの市町村で、補助金を申し込むと、「市町村の補助」と合わせて
「京都府の補助」も受け取れる。
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（注）1. 経済産業省「工業統計表」、総務省・経済産業省「平成 28 年経済センサス-活動調査（※）」をもとに国土交通省水資源部作成 

2. 日本銀行調査統計局「国内企業物価指数」によるデフレータ使用（2005 年価格） 
3. 従業員 30 人以上の事業所についての数値である。 
4. 業種区分については、参考１－２－3 を参照 
 

図 3－２－８  工業用水使用水量原単位の推移 
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２）工業用水 

工業用水では、水使用量の節約や環境保全等の観点から水資源の有効利用が図られてきて

おり、使用水量原単位の低減、回収率の向上につながっている。 

回収率は、平成 27年（2015年）に全業種平均で 77.9％に達している（参考２－３－３）。

また、使用水量原単位も、企業による節水努力等を背景に昭和 50 年（1975 年）以降減少し、

近年は横ばい傾向で推移している（図３－２－８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）農業用水 

農業用水路など農業水利施設の整備・近代化は、農業生産性の向上の効果があるだけでな

く、ほ場までの送水に係る損失水量や管理用水が減少することなどから、農業用水の効率的

利用に資する。また、農業集落排水施設の処理水を農業用水として利用することから、農業

集落排水施設の整備は農業用水の利用の効率化に寄与する。 

農業用水の有効利用に関しては、水循環に配慮しつつ、以下の取組が行われている。 

①水路の統廃合、改修等用水系統の整備   ②水路のパイプライン化 

③取・配水施設等の水管理施設の整備    ④調整池等の整備 

⑤ため池の整備              ⑥反復利用 

⑦集落排水処理水等の農業用水としての利用               など 

農業集落排水施設は、全国約 4,700 地区（令和４年度末（2022 年度末））で供用されてお

り、多くの地区の農業集落排水施設からの処理水は、農業用排水路や貯水池等に放流後希釈

されて農業用水として再利用されている（農林水産省調べ）。 
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４）用途間をまたがる水の転用 

近年の社会経済情勢の変化等によって、地域の実情に応じ、関係者の相互の理解により用

途間をまたがった水の転用がなされている。一級水系においては、昭和 40 年度（1965 年度）

から令和４年度（2022 年度）までに 213 件、約 64 ㎥／s が関係者の合意により転用されて

いる（参考３－２－３）。事例としては、矢木沢ダムを水源とした農業用水の水道用水への

転用、香川用水における工業用水の水道用水への転用、群馬県広桃用水における農業用水の

工業用水への転用、両筑平野用水における水道用水の工業用水への転用などがある。 

また、都市用水等の新たな水需要が生じる地域において、農業水利施設の整備・近代化を

図ることにより生み出される用水を有効利用することがある。例えば、利根川水系及び荒川

水系において、中川一次、中川二次、埼玉合口二期、利根中央及び利根中央用水地区の農業

用水再編対策事業などにより、かんがい期において約 12 ㎥ ／s が農業用水から埼玉県及び

東京都の上水道へ転用されている（参考３－２－４）。 

 

（２）水資源開発施設における有効利用 

水資源開発施設の既存施設の有効利用の観点からみると、同一の流域内において複数のダ

ムが運用されている場合には、各ダムの貯水・降雨状況等を勘案した上で、これらのダム群

を統合的に運用することにより効果的な用水補給を行うことができる。ダムの統合運用は、

昭和 39 年に 利根川水系で始まり、現在、国土交通省所管ダムでは、利根川水系や淀川水系

などで統合運用がなされている。 

また、清流回復などといった新たなニーズへの対応のためにも、既存施設の活用は重要で

ある。例えば常時は洪水に備えて空けているダムの洪水調節容量の活用を図るダムの弾力的

管理及び弾力的管理試験が行われている。これは、一定の管理基準により安全に事前の放流

ができることを条件として、洪水調節容量内に貯留した水を下流の河川環境の改善に活用す

るものである。令和４年度は、計 34 ダムで洪水調節容量内に貯留し、そのうち 22 ダムで活

用放流を実施した（国土交通省調べ）。 
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（１）地下水の現状 

地下水は、年間を通じて温度が一定で低廉であるなどの特徴から、良質で安価な水資源と

して幅広く利用されてきた。地下水が大きな社会問題となったこととして、大正時代以降に

地下水の汲み上げによる地下水位の低下が原因で発生した広範囲な地盤沈下が挙げられる。 

地盤沈下は明治の後期から生じていたとされており、大正初期頃から社会問題化した。東

京都江東地区では大正の初期、大阪市西部では昭和の初期から地下水の汲み上げによる影響

で地盤沈下の現象が注目されるようになり、不等沈下や抜け上がり等による建造物の損壊や

高潮被害等が生じた。これらの地域では、戦災を受けた昭和 20 年前後には、地下水の採取

量が減少したこともあって一時的に沈下が停止したが、昭和 25 年頃から経済の復興ととも

に地下水使用量が急増するにつれて再び沈下が激しくなり、沈下地域も拡大していった。昭

和 30 年代には、地盤沈下は大都市ばかりでなく、濃尾平野、筑後・佐賀平野をはじめとし

て全国各地において認められるようになり、昭和 40 年代には、全国各地で年間 20cm を超

える沈下が認められた。  

こうした広域的な地盤沈下は、その後の地盤沈下対策により概ね収束傾向にあるが、現在

においても一部地域で地盤沈下が収束していない地域がある。また、渇水年においては、表

流水の不足から地下水の揚水量が大きくなることにより地盤沈下が進行する場合があり、今

後も地下水の適正な保全及び利用を図っていく必要がある（図３－３－１）。

 

 

 
       （出典）環境省「令和３年度全国の地盤沈下地域の概況」 
               （注）主要地域の累積沈下量図である。 

 
図 3－３－１  代表的地域の地盤沈下の経年変化 

 

 地下水の適正な保全及び利用 ３
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（出典）環境省「令和３年度全国の地盤沈下地域の概況」 

図３－３－２  令和 3 年度の全国の地盤沈下の状況（cm/年）※ 

また、臨海部では、地下水の過剰採取によって帯水層に海水が浸入して塩水化が生じ、水

道用水や工業用水、農作物への被害等が生じている地域もある。 

環境省取りまとめによると、令和３年度（2021 年度）に地盤沈下の測定のための水準測

量が実施された地域は、20 都道府県、31 地域であった（図３－３－２）。 

 

 

（２）地下水保全対策 
１）地下水採取規制等 

地下水の採取規制については、工業用地下水を対象とする「工業用水法」（経済産業省、

環境省所管）及び冷房用等の建築物用地下水を対象とする「建築物用地下水の採取の規制に

関する法律」（環境省所管）の２法がある。現在、工業用水法に基づき 10 都府県 17 地域、

建築物用地下水の採取の規制に関する法律に基づき４都府県４地域が指定されている（参考

３－３－１、参考３－３－２）。 

 

２）地盤沈下防止等対策要綱地域における総合的な地下水対策の推進 

地盤沈下とこれに伴う被害の著しい濃尾平野、筑後・佐賀平野及び関東平野北部の３地域

については、地盤沈下防止等対策関係閣僚会議において、地盤沈下防止等対策要綱が決定さ

れた。これらの要綱は、地下水の過剰採取の規制、代替水源の確保及び代替水の供給等を行

い地下水の保全を図るとともに、地盤沈下による災害の防止及び被害の復旧等、地域の実情

に応じた総合的な対策をとることを目的としている（表３－３－１）。 

令和２年（2020 年）２月には、地盤沈下防止等対策要綱に関わる関係府省により、「地盤
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表 3－３－１  地盤沈下防止等対策要綱の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注） 国土交通省水資源部作成 

沈下防止等対策要綱に関する関係府省連絡会議」を開催し、上記３地域について、地盤沈下

の現状と今後の取組について、評価検討を行った（表３－３－１）。 

その結果、これまでの取組により、地盤沈下は沈静化の傾向に向かっているものの、一部

の地域において未だ地盤沈下の進行が認められることや渇水時の短期的な地下水位低下によ

り地盤沈下が進行する恐れもあり、引き続き、以下の取組を推進することが必要であること

等について確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．濃尾平野 

濃尾平野の地盤沈下は、昭和 34 年（1959 年）の伊勢湾台風被害を契機に注目されるよう

になった。濃尾平野は、木曽三川によって形成された沖積低地や埋立地などの低平地であり、さ

らに、我が国最大のゼロメートル地帯を有することから、治水上の危険度を増大させ、構造物の被害

を生じさせる地盤沈下の進行が大きな社会問題となった。昭和 36 年（1961 年）以降の累積沈下量

は、三重県桑名市長島町において約 1.6m に達している（図３－３－３）。最近は、地盤沈下が沈静

化しているが、依然として沈下が進行している箇所が存在している。 

濃尾平野地盤沈下防止等対策要綱は昭和 60 年（1985 年）４月に決定され、平成７年

（1995 年）９月に一部改正された。同要綱では、対象地域を規制地域と観測地域に区分

し、規制地域における地下水採取目標量を年間 2.7 億㎥と定めている（図３－３－４、参考

３－３－３）。 

濃尾平野 筑後・佐賀平野 関東平野北部

名 称

決 定 年 月 日 昭和60年4月26日 昭和60年4月26日 平成3年11月29日

一 部 改 正 年 月 日 平成7年9月5日 平成7年9月5日 ―

評 価 検 討 年 度

目　　的

１．要綱の目的

２．要綱地域の現況

３．要綱の対象地域

４．地下水採取に関わる目標量

５．地盤沈下防止等対策（地下水採取規制、代替水源の確保及び代替水の供給、節水及び水使用の合理化）

６．観測及び調査

７．地盤沈下による災害の防止及び復旧

８．要綱の推進

濃尾平野
（規制地域）

佐賀地区
(規制地域)

白石地区
(規制地域)

関東平野北部
（保全地域）

昭和57年度       4.1億 昭和57年度 7百万 12百万 昭和60年度       7.3億

平成28年度       1.3億 平成28年度 3百万 1百万 平成28年度       4.9億

目　標　量       2.7億 目　標　量 6百万 3百万 目　標　量       4.8億

対 象 地 域

　　濃尾平野
　　地盤沈下防止等対策要綱

　　筑後・佐賀平野
　　地盤沈下防止等対策要綱

　　関東平野北部
　　地盤沈下防止等対策要綱

平成16年度・平成21年度・平成26年度・令和元年度

　　「地盤沈下防止等対策要綱に関する関係府省連絡会議」（令和2年2月26日）確認事項
　　　　①地下水採取に係る目標量については、地盤沈下を防止し、併せて地下水の保全を図るために達成又は遵守
　　　　　 させるべき目標として継続すること。
　　　　②渇水時の短期的な地下水位低下等による地盤沈下の進行に対応するため、地下水のマネジメント方策について
　　　　　 調査・研究を推進すること。
　　　　③今後、各地域において、深刻な地盤沈下の発生等の問題の兆候が見られた場合には、速やかに必要な措置
　　　　　をとるものとすること。
　　　　④関係府省連絡会議は、概ね5年毎に地盤沈下防止等対策等について評価検討を行うこと。

地下水の採取による地盤沈下を防止し、併せて地下水の保全を図るため、地下水の採取規制、代替水源の確保及び代替水
の供給、節水及び水使用の合理化、地盤沈下による災害の防止及び復旧等に関する事項を定めることにより、同地域の実情
に応じた総合的な対策を推進する。

要綱の項目

地下水採取量
（規制、保全地域）

ｍ3/年

岐阜県、愛知県及び三重県の一部地
域

福岡県及び佐賀県の一部地域
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県及び
千葉県の一部地域
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（採取目標量：規制地域 年間 2.7 億 m3）

 

（注）1. 規制地域･･･①採取量は、愛知県、三重県及び名古屋市の資料による。 
②工業用水法並びに愛知県及び名古屋市の条例では「吐出口断面積 6cm2 を超えるもの」、また、三重県の条例では「同 6c ㎡以上の

もの」の井戸が対象である。 

2. 観測地域･･･①採取量は、工業統計、平成 24 年経済センサス-活動調査（※）、水道統計及び「農業用地下水利用実態調査（1984 年度まで
は第２回調査(1974 年 4 月～1975 年 3 月調査)、1985 年度から 1995 年度までは第 3 回調査(1984 年９月～1985 年 8 月
調査)、1996 年度以降は第 4 回調査(1995 年 10 月～1996 年 9 月調査)、2008 年度以降は第５回調査（2008 年 8 月調
査））」(農林水産省)による。 

（※）2011 年（平成 23 年）のデータ 
 ②2015 年（平成 27 年）工業用水の揚水量は工業統計未実施のため、2014 年（平成 26 年）の値を用いている。 

 
図３－３－４  濃尾平野地下水採取量の推移 
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（注）東海三県地盤沈下調査会資料をもとに国土交通省水資源部作成（昭和 36 年２月～平成 29 年 11 月） 

 
図３－３－3  濃尾平野地盤沈下防止等対策要綱対象地域及び累積沈下量 
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ｂ．筑後・佐賀平野 

佐賀平野では、昭和 35年（1960年）に白石町で幅 300m、長さ 5kmの沈下帯が出現する。

昭和 48 年（1973 年）には白石町で年間最大 13cm 程度の沈下量を観測し、範囲も有明海北

岸平野部の全域に拡大した。一方、筑後平野では昭和 44 年（1969 年）頃に地盤沈下が認め

られるようになり、昭和 48 年（1973 年）には大川市で 4.8cm の沈下量が記録された。昭和

47 年（1972 年）以降の累積沈下量は、佐賀県白石町において１m 以上に達している（図３

－３－５）。 

最近は、地盤沈下が沈静化しているが、依然として沈下が進行している箇所が存在してい

る。筑後・佐賀平野地盤沈下防止等対策要綱は昭和 60 年（1985 年）４月に決定され、平成

７年（1995 年）９月に一部改正された。同要綱では、対象地域を規制地域と観測地域に区

分し、規制地域の佐賀地区と白石地区における地下水採取目標量はそれぞれ改正前と同じく

佐賀地区で年間 600 万㎥、白石地区で年間 300 万㎥と定めている（図３－３－６、参考３－

３－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）佐賀県資料をもとに国土交通省水資源部作成（昭和 47 年 2 月～平成 29 年 2 月） 
 

図３－３－5  筑後・佐賀平野地盤沈下防止等対策要綱対象地域及び累積沈下量 
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注）佐賀県資料をもとに国土交通省水資源部作成（昭和 47 年 2 月～平成 29 年 2 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．関東平野北部 

関東平野北部における地盤沈下は、昭和 30 年代に入り埼玉県南部で著しくなり、観測・

調査体制の整備、被害の復旧、代替水源の手当てが行われてきた。昭和 40 年代後半に入る

と、同県央から北部にかけても地盤沈下が観測され、昭和 50 年代にはさらに内陸の茨城県

西部、千葉県北西部、群馬県南部及び栃木県南部でも地盤沈下が観測されるようになった。

昭和 36 年（1961 年）以降の累積沈下量は、埼玉県越谷市において約 1.8m に達した。令和

元年（2019 年）では、年間１㎝以上の沈下は見られなかったが、令和２年（2020 年）は、

茨城県、栃木県、埼玉県でスポット的な地盤沈下が観測されている（図３－３－７）。 

関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱は平成３年（1991 年）11 月に決定され、対象地域

を保全地域と観測地域に区分し、保全地域の地下水採取目標量を年間 4.8 億㎥と定めている

が、同地域における令和元年度（2019 年度）の地下水採取量は、年間約 4.58 億㎥となり、

要綱決定以降目標量を初めて達成した（図３－３－８、参考３－３－５）。 

  

（採取目標量：規制地域 佐賀地区 年間 600 万 m3、白石地区 年間 300 万 m3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1. 規制地域採取量･･･1981 年度までは、佐賀県条例による報告値（吐出口断面積 21cm2 を超えるもの）と環境省実態調査にもとづき推定したものの合算
値。1982 年度以降は、佐賀県条例による報告値と国土交通省の行う実態調査（吐出口断面積が 6cm2 を越え、21cm2 以下の井戸
の採取量）を数年ごとに行いその結果を合算した合計値。 

2. 観測地域採取量･･･①工業統計、平成 24 年経済センサス-活動調査（※）、水道統計、「農業用地下水利用実態調査［1984 年度までは 1974 年 4
月～1975 年 3 月調査、1985 年度～1995 年度までは 1984 年 9 月～1985 年 8 月調査）1994 年度以降は 1995 年 10 月
～1996 年 9 月調査、2011 年度以降は 2011 年 8 月調査］」（農林水産省）及び福岡県調べによる。 

（※）2011 年（平成 23 年）のデータ 
②佐賀県における農業用については、佐賀市及び大和町の規制地域を含む。 

 
図３－３－６  筑後・佐賀平野地下水採取量の推移 
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（採取目標量：保全地域 年間 4.8 億ｍ3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）1. 工業統計、平成 24 年経済センサス-活動調査（※）、水道統計、関係各県（茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県）における条例報告値、国土交通省

調査、関係各県（群馬県）調査による合計値である。 
（※）2011 年（平成 23 年）のデータ 

2. 農業用水については、「農業用地下水利用実態調査（1984 年 9 月～1985 年 8 月調査及び 1995 年 10 月～1996 年 9 月調査）」（農林水産
省）及び関係各県（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県）調べによる推定値である。 

 
図３－３－8  関東平野北部地下水採取量の推移 
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（注）各自治体の報告をもとに国土交通省水資源部作成 （令和元年 1 月１日～令和 2 年 1 月 1 日） 

図３－３－7  関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱対象地域及び沈下量 
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（３）地下水の適正な保全及び利用 

地下水は、生活用水、工業用水、農業用水などの水資源のほか、消雪やエネルギー源など

多様な用途に利用されている。また、豊かな地下水が育む湧水は、生物多様性の保全の場、

安らぎの場や環境学習の場となるだけでなく、観光資源としての役割も果たしている。 

近年では、地下水や湧水を保全・復活させるとともに、地域の文化や地場産品と組み合わ

せることにより、地下水・湧水を観光振興や特産品（ブランド化）に活用する新たな動きも

見られるようになった。 

このように地下水に対するニーズが多様化する一方、地下水採取量の増加に伴う地盤沈下、

塩水化及び地下水汚染といったいわゆる地下水障害が発生し、大きな社会問題となった経緯

があることにも十分留意する必要がある。かつて地盤沈下が顕在化した地域では、法律、条

例等による地下水の採取規制、ダム等の整備による地下水から河川水への水源転換などの地

下水保全対策が実施されたことにより、近年沈静化の傾向にある。しかしながら、依然とし

て過剰な地下水利用や人間活動に起因する地下水汚染が生じているところもあり、今後も地

下水の適正な保全と利用を図る必要がある。 

地下水は地表水と異なり、目に見えず、その賦存する地下構造や利用形態が地域ごとに大

きく異なるという特徴を有している。このため、その課題についての共通認識の醸成や、地

下水の利用や挙動等の実態把握とその分析、可視化、水量と水質の保全、涵養、採取等に関

する合意やその取組は、それぞれの地域ごとに実施する必要がある。地下水の適正な保全と

利用を図っていくためには、こうした取組をマネジメントする「地下水マネジメント」が重

要であることから、これを推進する地方公共団体を支援していくため、令和５年３月に「地

下水マネジメント推進プラットフォーム」を立ち上げ活動を開始した。このプラットフォー

ムは、地域の地下水の課題解決に向け、関係府省庁、先進的な取組を行っている地方公共団

体等の公的機関、大学、研究機関、企業、NPO 等の協力の下、相談窓口の設置、地下水協議

会や条例等に関する先進事例などの情報を集約し一元的に提供するなどの活動を行っている

（図３-３-９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図３－３－9  地下水マネジメント推進プラットフォームの活動 
（注）国土交通省 水資源部作成 
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また、地方公共団体において、震災時の地下水活用を「地域防災計画」に規定し、災害用

井戸の計画的な設置、個人、事業所、公共施設等が所有する井戸を緊急時に活用する体制の

整備、近隣住民への周知等を実施している事例があり、自立分散型の代替水源としての役割

が期待されている。 

内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第２期（令和４年度末終了）にお

いては、地盤沈下など環境に大きな影響を及ぼすことなく、災害時などの非常時に利用可能

な地下水量を三次元水循環解析の活用により把握する「災害時地下水利用システム」の研究

開発が進められ、地下水流動の解析・可視化等の技術が高度化されたことから、関連情報を

地下水マネジメントプラットフォームのポータルサイトにおいて提供した。 

表層水の開発が困難な一部地域では地下ダムによる地下水利用が進められており、水道用

水の確保を目的とした福岡県宇美町の天ヶ熊ダム、長崎県長崎市の樺島ダムなどが建設され

ている。また、農業用水の確保を目的としたダムは、鹿児島県で、喜界島及び沖永良部島、

沖縄県で沖縄本島、伊江島、宮古島及び伊是名島に建設されている（国土交通省水資源部調

べ）。 

  冬は温かく、夏は冷たいという恒温性をもつ地下水は持続可能な再生エネルギ－としても

利用されている。積雪地域の地域交通の確保のための消雪、ヒ－トポンプ等の熱利用機エネ

ルギービル・住宅等の冷暖房等に加えて、帯水層の地下水を熱エネルギ－の貯蔵に利用する

技術開発も進んでいる（参考２－５－５、参考２－５－６）。 

 

（４）地下水に関する国民の意識 

令和３年（2021 年）に内閣府が実施した「地下水に関する世論調査」によると、全体的

な特徴として、健全な水循環、地下水の保全と利用に対する国民の意識は高く、必要性を感

じている。 

地下水の保全と利用のバランスについては、55.8％の方が、バランスをとるべきとしてい

ると回答している一方、保全すべきと回答した方が 42.3％で、しっかり保全したうえで、利

用とのバランスをとっていくべきとの認識がうかがえる（参考３－３－６）。 

水の循環を健全に保つことについては、99.1％の方が健全に保つ必要があると回答してお

り、水の循環を健全に保つことの必要性が広く認識されている（参考３－３－７）。 

地下水の問題を予防・解決する取組を行政が行う必要があると 98.1％の方が回答しており、

地下水の問題を予防・解決するには行政が取り組むことが求められている（参考３－３－

８）。 

また、行政が地域の関係者とともに取り組むべき内容としては、81.4％の方が地下水の実

態調査と分析を行うべきとしていることから地下水の実態解明への取組が求められている

（参考３－３－９）。 
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（１）水質の現況 

河川・湖沼は都市用水の水源の約 73％を占める。河川の水質環境基準（BOD）の達成率

は、令和３年度（2021 年度）は約 93％となった。湖沼の水質環境基準（COD）の達成率は、

令和３年度（2021 年度）は約 54％となった（図３－４－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 水資源利用と水質 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1. 環境省「公共用水域水質測定結果」をもとに、国土交通省水資源部作成 
2. 河川は BOD、湖沼は COD 
3. 達成率(％)=（環境基準達成水域数／環境基準あてはめ水域数)×100 
4. 各年度の調査は、前年度までに類型指定が成された水域のうち有効な測定結果が得られた水域についてとりまとめたものである。 

図 3－４－１  河川・湖沼の環境基準（BOD 又は COD 全国平均）達成率の推移 
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（２）水質保全対策 
河川、湖沼等の水質を保全するため、水質汚濁に係る環境基準の設定、工場・事業場から

の排水の規制、生活排水処理施設の整備、河川等における浄化など種々の対策が実施されて

いる。 

環境基準法に基づく水質汚濁に係る環境基準については、人の健康の保護に関する環境基

準と、生活環境の保全に関する環境基準からなり、人の健康の保護に関する環境基準は、公

共用水域について 27 項目、地下水について 28 項目が定められている。生活環境の保全に関

する環境基準は、令和３年 10 月に大腸菌群数を大腸菌数へ見直し、公共用水域について 13

項目が定められている（参考３－４－１）。 

また、水質汚濁防止法に基づき、工場、事業場からの排水を規制するとともに、生活排水

対策の実施を推進し水質汚濁の防止を図っている。平成 22 年（2010 年）には、同法の一部

が改正され、事業者による測定結果の未記録や改ざん等への厳正な対応等が新たに規定され

るとともに、事故等の措置及びその対象物質の拡大がなされた。さらに、水質汚濁防止法の

規制のみでは水質保全が十分でない湖沼については、湖沼水質保全特別措置法に基づいて水

質保全対策を行っており、琵琶湖等 11 湖沼が指定されている。 

生活排水対策については、地域の特性や実情に応じ、下水道や浄化槽など各種汚水処理施

設の普及が図られている。農村部では、農業用排水路の水質保全等を目的に生活排水等を処

理する農業集落排水事業等が進められている。 

これらの汚水処理施設の普及状況を示す指標として、下水道、農業集落排水施設等、浄化

槽などの各汚水処理施設を利用できる人口の総人口に対する割合で表した汚水処理人口普及

率でみると、令和４年度末（2022 年度末）における普及率は約 92.9％（福島県において、

東日本大震災の影響により調査不能な市町村を除いた 47 都道府県の集計デ－タ）である

（国土交通省下水道部・農林水産省・環境省調べ）。普及状況には地域間格差があり、特に

中小市町村では多くの未普及地域を抱えることから、早急な普及が望まれる。また、水質保

全上重要な地域では、富栄養化による赤潮等の発生を防ぐため、窒素・リンを除去できる高

度処理の導入等が推進されている。さらに、水質汚濁防止法の規定に基づき都道府県知事に

より指定される生活排水対策重点地域においては、市町村により生活排水対策推進計画が策

定されており、令和３年度末（2021 年度末）現在、41 都府県の 209 地域（333 市町村）が

指定されている（環境省調べ）。 

一方、河川や湖沼などでは、浄化用水の導入や底泥の浚渫、汚濁流入水の浄化対策などが

実施されているほか、水質の保持、漁業への影響、景観の保全等を総合的に考慮して、河川

の正常流量確保のための対策が行われている。 

地下水の水質の保全に関しては、水質汚濁防止法により工場、事業場からの有害物質を含

む汚水等の地下浸透が制限され、都道府県知事は汚染原因者に対し、汚染された地下水の水

質浄化のための措置を命ずることができる。また、平成 23 年（2011 年）には、同法の一部

が改正され、有害物質を使用・貯蔵等する施設の設置者に対し、有害物質の使用・貯蔵を行

う施設について、地下浸透防止のための構造、設備及び使用の方法に関する基準の順守、定

期点検及びその結果の記録・保存の義務の創設など、地下水汚染の未然防止対策を推進して

いる。  
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（３）安全でより良質な水の確保 

安全で良質な水の確保のため、各種の取組が行われている。 

水道水質基準については、最新の科学的知見に従い、逐次改正方式により常に見直しを行

うこととされており、令和５年４月１日現在、51 項目となっている。また、水質基準以外

にも、水道水質管理上留意すべき項目として水質管理目標設定項目が通知により示されてお

り、令和５年４月１日現在、27 項目となっている。 

浄水場においては、水道原水中の有機物が浄水過程で注入される塩素と反応して生成され

るトリハロメタン等の消毒副生成物の低減化が図られている。さらに、塩素消毒に耐性があ

る病原生物であるクリプトスポリジウム等については、「水道におけるクリプトスポリジウ

ム等対策指針」が策定され、対応が図られている。 

水源となる河川、湖沼等においては、「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づき、平成

11年（1999年）12月にはダイオキシン類の水質環境基準が設定され、平成 14年（2002年）

７月にはダイオキシン類の底質環境基準が設定された。 

このほか、河川水等の水環境中の化学物質については、その濃度と人体への影響、生態系

への影響等不明な点も多く、今後更なる関連情報の収集が必要である。 

 

（４）安全でおいしい水への要望 

令和２年（2020 年）に内閣府が実施した「水循環に関する世論調査」によると、水と関

わる豊かな暮らしとは「安心して水が飲める暮らし」（88.0％）、「おいしい水が飲める暮ら

し」（35.7％）と安全な水やおいしい水への国民の関心がうかがえる（図３－４－２）。 

また、この調査によると、普段の水の飲み方は「特に措置を講じずに、水道水をそのまま

飲んでいる」とする人が 43.9％と最も多かったが、その他「ミネラルウォ－タ－などを購入

して飲んでいる」(33.9％)、「浄水器を設置して水道水を飲んでいる」(28.0％)とする人の順

に多かった（図３－４－３）。水道水の質については約 39％の人が「飲み水以外の用途にお

いて満足している」もしくは「全ての用途において満足していない」と回答している（図３

－４－４）。 

近年は、ミネラルウォーターの市場拡大や浄水器の家庭への普及が進んでいる（参考３－

４－２～５）。 

湖沼の富栄養化等の水源水質の悪化により、カビ臭等による異臭味障害対象人口は、平成

２年度（1990 年度）には約 2,200 万人に達したが、オゾン処理技術などの水の高度処理技術

の導入や水質管理の向上等により改善傾向にあり、近年では概ね 300 万人以下で推移してい

る。（図３－４－５）。 
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      （注）内閣府「水循環に関する世論調査」（令和 2 年 10 月）をもとに国土交通省水資源部作成 

 
図 3－４－２  水と関わる豊かな暮らしに関する意識 
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     （注）内閣府「水循環に関する世論調査」（令和 2 年 10 月）をもとに国土交通省水資源部作成 

図 3－４－３  普段の水の飲み方 

1.3 

1.9 

18.4 

28.0 

33.9 

43.9 

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

水道水を一度沸騰させて飲んでいる

浄水器を設置して水道水を飲んでいる

ミネラルウォーターなどを購入して飲んでいる

特に措置を講じずに、水道水をそのまま飲んでいる

（％）

総数 （N=1,865人 M.T.=127.6%）

（複数回答）

 

（注）内閣府「水循環に関する世論調査」（令和 2 年 10 月）をもとに国土交通省水資源部作成 
 

図 3－４－４  水道水の質に対する満足度 
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     （注）厚生労働省調べ 

図 3－４－５  水道における異臭味障害の発生状況の推移 
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（１）地球環境の変化 

自然的及び人為的要因により引き起こされている地球環境の変化が、異常多雨・少雨、異

常高温・低温等の異常気象を世界各地でもたらしていると考えられている（表３－５－１）。 

１）地球環境変化の要因 

自然的要因としては、偏西風波動の変化、海洋変動、雪氷面積の変化、火山噴火、太陽活

動などが考えられているが、特に注目されているものにエルニーニョ／ラニーニャ現象があ

る。エルニーニョ／ラニーニャ現象の発生に伴い、大気の循環場が大きく変化することか

ら、熱帯域のみならず、中高緯度域でも種々の異常気象が発生する傾向がある。昨今では、

平成 14 年（2002 年）春から 14／15 年（2002／03 年）冬、平成 21 年（2009 年）夏から 22

年（2010 年）春、平成 26 年（2014 年）春から 28 年（2016 年）春、平成 30 年（2018 年）

秋から令和元年（2019 年）春にエルニーニョ現象が発生した。また、平成 19 年（2007

年）夏から 20 年（2008 年）春、平成 22 年（2010 年）夏から 23 年（2011 年）春、平成 29

年（2017 年）秋から 30 年（2018 年）春、令和 2 年（2020 年）夏から 3 年（2021 年）春、

令和 3 年（2021 年）秋から 3／4 年（2022／23 年）冬にラニーニャ現象が発生した1。人為

的要因としては、二酸化炭素等の排出による温室効果ガスの増加、過剰放牧、過剰耕作や燃

料としての薪炭材の過剰な採取等による砂漠化、フロンガス等によるオゾン層の破壊などが

挙げられている。  

 
1 エルニーニョ／ラニーニャ現象の判定に用いる海面水温データの更新に伴い、過去に遡って解析しなおしたため、令和 4

年度「日本の水資源の現況」に記載した発生期間とは部分的に一致しない。 

 水資源と地球環境 ５
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表 3－５－１  最近の主な異常気象 

 西暦年 日本の異常気象 世界の異常気象

2006 大雪（2005年12月～2006年3月、平成18年豪雪） 中国南東部の台風被害（5～8月）

寡照（春～梅雨期、全国） 中国の干ばつ（8月、10～11月）

大雨（7月、本州～九州、平成18年7月豪雨） フィリピンの地すべり（2月）

高温（8月以降、全国） フィリピン・ベトナムの台風被害（5月、9～12月）

大雨（9月、広島～沖縄、台風第13号） インド・パキスタンの大雨（5～8月）

少雨（9月中旬以降　西日本、南西諸島） ヨーロッパの熱波（6～7月）

強風・竜巻（10月～12月、全国） アフリカ東部の大雨（8～11月）

オーストラリアの干ばつ（6～12月）

2007 高温（冬：全国記録的暖冬、日本海側は少雪） 中国中部の大雨（６～７月）

高温（8～10月：西日本中心に全国的） 朝鮮半島・中国の台風･大雨（８月）

少雨（春：西日本） アジア南部のサイクロン・大雨（６月、11月）

少雨（秋：東日本日本海側、西日本） ヨーロッパ南東部の熱波（６～７ 月）

多雨（8、9月：沖縄） アフリカ熱帯域の大雨（７～９月）

多雨（12月：東日本太平洋側、西日本） 米国東部･西部の干ばつ（通年）

多照（春：東日本太平洋側、西日本） アルゼンチン周辺の低温（５～８ 月）

寡照（12月：北日本、東日本、西日本） オーストラリア南部の干ばつ（７～10 月）

2008 少雨（1月：東日本日本海側、北日本太平洋側） 中国・中央アジアの寒波（1～2月）

少雪（冬：北・東日本日本海側） 中国南部・フィリピン・ベトナムの台風・大雨（6～11月）

高温（春：北・東日本） ミャンマーのサイクロン（5月）

少雨（春：北・東日本日本海側） インド北部周辺の大雨（6～9月）

高温少雨（7月：東・西日本） 地中海西部周辺の異常多雨の頻発（7、9～11月）

少雨（8月：沖縄・奄美） 米国北東部・中部の異常多雨の頻発（2～3、5～6月、9月）

局地的大雨（8月：各地） 米国南部・カリブ海諸国のハリケーン（8～9月）

高温（12月：北・東日本） オーストラリア南部の干ばつ（通年）

2009 高温（冬：北・東日本） 北緯30度～南緯30度の低緯度域での異常高温

少雪（冬：北・東日本日本海側） フィリピンの台風・大雨（5、9～10月）

少雨・多照（冬：沖縄・奄美） ヨーロッパ北部の多雨（7月）

少雨（5月：西日本） アラル海～アフリカ北部の多雨（9月）

多雨（7月：北日本） 米国中部周辺の低温（10月）

寡照（夏：北日本日本海側） アルゼンチン北部周辺の少雨（1、3～4月）

少雨（9月：東・西日本日本海側） オーストラリア南東部の熱波・森林火災（1～2月）

高温（9月：沖縄・奄美）

2010 多雨・寡照(3月：東・西日本） 北半球中緯度帯での異常低温（1～4月、11～12月）

多雨・寡照（4月：北～西日本） 中国中部の大雨（8月）

大雨（7月：東・西日本） タイ、ベトナムの多雨（10月）

高温（夏：北～西日本） パキスタンの多雨（6～9月）

高温（9月：北～西日本） ロシア西部及びその周辺の高温・少雨（6～8月）

大雨（10月：沖縄・奄美） 中東～アフリカ西部の高温（通年）

大雨（12月：北～西日本） 北米東部及びその周辺の高温（通年）

大雪（12月：北・西日本日本海側） 南米南部の低温（5月、7～8月、12月）

オーストラリア東部の多雨（12月）

2011 少雨（１月、東・西日本太平洋側） インドシナ半島の洪水（7～12月）

低温・寡照（１月、沖縄・奄美） フィリピンの台風（12月）

多照（２月、北・東日本日本海側） パキスタン南部の多雨（8～9月）

多雨（冬、北日本太平洋側） ヨーロッパの少雨（3～5月、9～11月）

少雨（３月、北・東・西日本太平洋側、沖縄・奄美） アフリカ東部の干ばつ（1～9月）

多照（３月、東日本太平洋側） 米国南部～メキシコ北部の高温（3～9月）・少雨（1～11月）

多照（４月、沖縄・奄美） 米国南東部・中部の竜巻（4～5月）

多雨（5月、東日本太平洋側、西日本） ブラジル南東部の大雨（1月）

多雨・寡照（５月、沖縄・奄美）

低温（春、沖縄・奄美）

多雨（春、東日本日本海側）

大雨（７月、平成23年7月新潟・福島豪雨）

大雨（８月末～９月、台風第12号および台風第15号）

多照（９月、東日本日本海側）

多雨（秋、北日本日本海側）

高温（11月、沖縄・奄美）

寡照（秋、１２月、沖縄・奄美）

2012 寡照（冬、西日本日本海側、沖縄・奄美） 東アジア北部～アフリカ北西部の低温（１～2月、12月）

少雨（５月、西日本） 米国東部～中部の高温（3～7月）・少雨（5～9月、11月）

多雨・寡照（５月、北日本） パキスタンの多雨（9月）

寡照（６月、西日本太平洋側） 米国東部･カリブ海諸国のハリケーン（10月）

大雨（７月、平成24年７月九州北部豪雨） フィリピンの台風（12月）

多雨（夏、８月、沖縄・奄美） カザフスタン西部～ロシア西部の高温（4～5月、10月）

高温（秋、９月、北日本） 英国及びその周辺の多雨（4月、6月、12月）

多照（秋、９月、東日本） 地中海周辺～アラビア半島の高温（6～11月）・少雨（6月、8月、12月）

多雨（11月、12月、北日本日本海側）

寡照（11月、北日本太平洋側）
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西暦年 日本の異常気象 世界の異常気象
2013 少雨（６月、北日本太平洋側） 東日本～中国中部の高温（3月、7～8月）

高温（夏、西日本） フィリピンの台風（11月）
多雨（夏、東日本日本海側） インドシナ半島の大雨（9～10月）
多照（９月、東日本太平洋側） インド・ネパールの大雨（6月）
多雨（10月、北日本太平洋側） パキスタン・アフガニスタンの大雨（8月）
高温（10月、東日本） ヨーロッパ西部の低温（3～6月）
多雨（秋、北・東日本日本海側） メキシコのハリケーン（9月）

ブラジル東部の高温（1～4月、6月）・少雨（2～3月）
オーストラリアの高温（1月、3～4月、7～10月）

2014 多照（1月、西日本、沖縄・奄美） 低緯度域各地の高温（6月以降）
少雨（１月、沖縄・奄美） 日本の大雨（8月）
大雪（2月、東日本太平洋側） 中国北東部・東部の干ばつ（6～8月）
多雨（３月、東日本日本海側） インド・ネパール・パキスタンの大雨（7～9月）
多照（春、北・東・西日本） アフガニスタン北部の洪水、地すべり（4～6月）
多雨・寡照（8月、西日本太平洋側） ヨーロッパ南東部の多雨（5～6月、8～9月、12月）
大雨（7月末～8月、平成26年8月豪雨） 米国中西部及びその周辺の低温（1～3月、7月、11月）
高温（9月、沖縄・奄美） 米国カリフォルニア州の干ばつ（通年）

多照（秋、北日本、東日本日本海側） ブラジル南部及びその周辺の高温（1～2月、9～10月）・多雨（6～7月、9～10月）

多雨（雪）・寡照（12月、北・東日本日本海側）
2015 高温（３月、北日本） 低緯度各地の高温（3月以降）

高温（５月、北・東日本） 中国南部の大雨（5、7～8月）
多照（５月、北日本太平洋側、東日本日本海側） ミャンマーの大雨（6～8月）
高温（春、北日本） インドの熱波（5月）・大雨（6～9月、11～12月）
高温（６月、沖縄・奄美） パキスタンの熱波（6月）・大雨（7～9月）
多雨・寡照（8月中旬～9月上旬、全国） アフガニスタンの雪崩、洪水、地すべり（2～4月）
大雨（９月、平成27年9月関東・東北豪雨） 東アフリカ南部の洪水（1月）
多照（１０月、西日本） 米国カリフォルニア州の干ばつ（通年）
高温（11月、沖縄・奄美） グアテマラ南部の地すべり（10月）
寡照（１１月、西日本太平洋側）
高温（１２月、東・西日本）
多雨（12月、西日本太平洋側）

2016 多雨（冬、１月、沖縄・奄美） 低緯度域各地の高温（ほぼ通年）
少雨（３月、東日本日本海側) 東南アジアの干ばつ（1～5月）
高温（５月、北日本） パキスタン北部～アフガニスタンの大雨（3～4月）
大雨（8月、台風第7号、第11号、第9号、第10号） インドの熱波（3～5月）・大雨（7～10月）
多雨（夏、8月、北日本太平洋側） 中国の大雨（4～7月）
高温（夏、７月、沖縄・奄美） スリランカ、インド北東部及びバングラデシュのトロピカル・ストーム（5月）
高温（秋、10月、西日本、沖縄・奄美） パキスタンの大雨（7～8月）
多雨（秋、西日本日本海側） 北朝鮮北東部の大雨（8～9月）
寡照（秋、9月、10月、西日本） ハイチ、米国南東部のハリケーン（10月）
高温（12月、沖縄・奄美）

2017 高温（冬、沖縄・奄美） 中国南部の大雨・台風(6～8月)
多雨（6月、北日本日本海側） フィリピンの台風(12月)
多照（6月、東日本太平洋側） ベトナムの台風・大雨(9～11月)
大雨（7月、平成29年7月九州北部豪雨） スリランカ南部の大雨(5月)
寡照（8月、北日本太平洋側） 南アジア～アフガニスタン北東部の大雨(6～9月)
高温（8月、9月、10月、秋、沖縄・奄美） シエラレオネ西部の地すべり(8月)
多雨（10月、東･西日本） コンゴ民主共和国北東部の地すべり(8月)
寡照（10月、西日本） ジンバブエのサイクロン(2月)

米国南東部～カリブ海諸国のハリケーン(8～9月)
コロンビア南西部～ペルーの大雨(2～4月)

2018 多照（冬、東日本太平洋側） 北半球の夏を中心に世界各地で異常高温
多雨（3月、東日本太平洋側） モンゴル南西部～中国北西部の低温（1月、9月、12月）
多照（3月、東・西日本日本海側、沖縄・奄美） インドの大雨（6～9月）
高温（春、3月、4月、北・東・西日本） ヨーロッパ中部及びその周辺の少雨（2月、5～11月）
大雨（7月、平成30年7月豪雨） ヨーロッパ南部～北アフリカ北西部の多雨（1～6月、8～10月）
多照（夏、7月、東日本） ナイジェリアの大雨（7～9月）
多雨（夏、7月、北日本日本海側、沖縄・奄美） 東アフリカ北部～中部の大雨、トロピカル・ストーム（3～5月）
高温（夏、7月、8月、東・西日本） 米国北東部～南部の多雨（2月、5月、8～12月）
多雨（9月、東日本、西日本太平洋側） 米国西部の森林火災（7～9月、11月）
寡照（9月、西日本太平洋側） アルゼンチン北部及びその周辺の干ばつ（1～3月）

オーストラリア南東部の干ばつ（1～9月）
2019 高温（冬、２月、沖縄・奄美） 夏季にヨーロッパで熱波など年間通じて世界各地で異常高温

少雪（冬、東・西日本日本海側） 中国東部～タイ北部の大雨・台風（6～8 月）
少雨（１月、北日本太平洋側） マレー半島中部～ジャワ島の少雨（6～7、9～11 月）
高温（春、５月、北日本） 南アジア及びその周辺の大雨（7～10 月）
少雨（５月、西日本日本海側） 中東北部～インドの大雨（3～4 月）
多照（春、５月、北日本、東・西日本日本海側） 東アフリカ北部～西部の大雨（10～12 月）
高温（秋、９月、10月、東・西日本、10月は北日本も） 東アフリカ南部のサイクロン（3～4 月）
多雨（10月、北・東日本太平洋側、令和元年東日本台
風）

米国中西部～南東部の多雨（2、4～5、9～10 月）

多照（11月、西日本太平洋側） 米国東部～バハマのハリケーン（9 月）
アルゼンチン北東部及びその周辺の多雨（1、3、6 月）
オーストラリアの森林火災（9～12月）

2020 高温（冬、１月：東・西日本） 年間通じて世界各地で異常高温
少雪（冬、１月：北・東・西日本日本海側） モンゴル中部～朝鮮半島の多雨（2、8～9、11月）
高温（３月、北・東・西日本） 中国長江中・下流域などで大雨（6～8 月）
高温（６月、東・西日本） フィリピン～インドシナ半島の大雨、台風（10～11 月）
大雨（７月、令和2年7月豪雨） 南アジア及びその周辺の大雨（6～10 月）
寡照（７月、東・西日本） ヨーロッパ西部～南部の多雨（2～3、6、8、10、12 月）
高温（８月、東・西日本） ヨーロッパ東部～南西部の少雨（1、4～5、7、11月）
少雨（８月、東・西日本太平洋側） 東アフリカ中部及びその周辺の大雨（4～5月）
多照（８月、西日本太平洋側） 西アフリカ中部～西部の多雨（７～９月）
大雨（９月、西日本、沖縄・奄美、台風第10号） 北米西部の森林火災（8～9 月）
少雨（12月、北日本太平洋側） 米国南部～中米のハリケーン（8、11 月）

アルゼンチン北部～ブラジル南部の少雨（2～3、5、9～11 月）



第 3 章  水の適正な利用の推進 

63 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）気象庁作成資料による。 

 

 
２）気候変動の影響に対する評価検討等 

地球温暖化等の気候変動の影響については、国内的には、気象庁、環境省、文部科学省、

経済産業省等関係省庁、国際的には、「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）、「世界気

象機関」（WMO）、「国連環境計画」（UNEP）等において検討されている。 

令和３年（2021 年）から５年（2023 年）までの間に公表された IPCC 第６次評価報告書に

よれば、人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がないこと、

地球温暖化の進行に伴い、大雨は多くの地域で強く、より頻繁になる可能性が非常に高いこ

と、一部地域における農業及び生態学的干ばつの強度と頻度に明らかに識別できる増加を引

き起こすこと等が示されている。また、人為起源の気候変動は、極端現象の頻度と強度の増

加を伴い、自然と人間に対して、広範囲にわたる悪影響と、それに関連した損失と損害を、

自然の気候変動の範囲を超えて引き起こしていると示されている。 

気候変動に関する我が国の取組経緯については、政府の適応計画策定に向けて、中央環境

審議会において、幅広い分野の専門家の参加の下、気候変動の影響の評価が行われ、平成

27 年（2015 年）３月に「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と今後の課

題について」として環境大臣に意見具申がなされた。 

この意見具申において、我が国では、気温の上昇や大雨の頻度の増加、降水日数の減少、

海面水温の上昇等が現れており、高温による農作物の品質低下、動植物の分布域の変化など、

気候変動の影響がすでに顕在化していることが示された。また、将来は、さらなる気温の上

昇や大雨の頻度の増加、降水日数の減少、海面水温の上昇に加え、降水量の増加、強い台風

の増加、海面の上昇等が生じ、農業、森林・林業、水産業、水環境、水資源、自然生態系、

自然災害、健康などの様々な面で多様な影響の生じる可能性が明らかにされた。 

こうした気候変動による様々な影響に対し、政府全体として、全体で整合のとれた取組を

計画的かつ総合的に推進するため、目指すべき社会の姿等の基本的な方針、基本的な進め方、

分野別施策の基本的方向、基盤的・国際的施策を定めた、政府として初の気候変動の影響へ

の適応計画を平成 27 年（2015 年）11 月に策定した。 

西暦年 日本の異常気象 世界の異常気象

2021 大雪（１月：北・東・西日本日本海側） 中央シベリア南部からモンゴル北部の多雨（1～2、4～9月）

高温（２～３月：全国） 朝鮮半島北部から中国南東部の高温（2～3、5、7、9月）

高温（５月：沖縄・奄美） インドネシアのスマトラ島からスラウェシ島の多雨（1、3、8～9、11月）

高温・少雨（６～７月：北日本） 南アジア及びその周辺の大雨（5～11月）

大雨（７月：東日本太平洋側） 中央アジア南部及びその周辺の高温（2、4～9、12月）

大雨（８月：東・西日本） ヨーロッパ東部（1、5、8、11～12月）・中部（1、5～8月）の多雨

低温（８月：西日本） 北アフリカ北部～中東西部の高温（1～2、5～9、11月）

少雨（10月：西日本日本海側） カナダ南東部～米国北東部の高温（1、4、6、8、10～11月）

高温（11月：北日本） カナダ南東部～米国北部の少雨（1～7、11月）

北米中部～西部の熱波（6～7月）

オーストラリア北東部の高温（7～8、10～11月）

2022 大雪（冬：北日本日本海側） 中国東部～北西部の高温(6～9月)・少雨（9月）

低温（冬：東・西日本） フィリピンの台風(4、10月)

多雨・寡照（5月：沖縄・奄美） 中国西部～パキスタンの高温(3～5月)

高温（6月：東・西日本） パキスタン及びその周辺の低温(6～8月)・多雨（7～8月）

多雨（夏：北日本、8月は東日本日本海側も） ヨーロッパ中部～北アフリカ北西部の高温(5～12月)・少雨（1、5～8、10～12月）

高温・少雨（8月：西日本、沖縄・奄美） マダガスカル～マラウイのサイクロン、トロピカル・ストーム(1～3月)

高温（11月：全国） 南アフリカ南東部の大雨(4月)

多雨（11月：沖縄・奄美） 米国南東部～東部のハリケーン(9～10月)

ブラジル北東部～南東部の大雨(1～2、5月)

オーストラリア北部～ニュージーランド北部の高温(3～11月)

オーストラリア南東部の多雨(1、3～5、7～11月)

(注) 気象庁作成資料による。 
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（注）1. 国土交通省水資源部作成 
2. 上水道は公益社団法人日本水道協会「水道統計」による。 
3. 下水道は公益社団法人日本下水道協会「下水道統計」による。 
 

図 3－６－１  上水道及び下水道事業における電力使用量の推移 
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気候変動適応の法的位置づけを明確化し、気候変動影響及び適応に関する情報基盤の整備

や広域協議会の場の活用等により、農業・防災等の各分野で適応策を充実・強化するため、

「気候変動適応法」が平成 30 年（2018 年）６月に公布、同年 12 月に施行された。さらに

同年 11 月には、同法に基づく、気候変動適応計画が策定された。 

令和２年（2020 年）12 月には、同法に基づく初めての気候変動影響の総合的な評価に関

する報告書となる「気候変動影響評価報告書」が公表された。本報告書の内容も踏まえ、気

候変動適応計画の見直しが行われ、令和３年 10 月 22 日に閣議決定された。 

令和５年（2023 年）４月には、政府一体となった熱中症対策の推進のため、気候変動適

応法が改正され、同年５月には熱中症対策実行計画の策定と適応計画の一部変更（熱中症対

策実行計画の基本的事項の追加）について閣議決定された。 

（２）気候変動による水資源への影響 

時間雨量 50mm を超える短時間強雨や総雨量が数百 mm から千 mm を超えるような大雨が

発生する一方で、年間の降水の日数は逆に減少しており、毎年のように取水が制限される渇

水が生じている（参考３－５－１～２）。将来においても無降水日数の増加や積雪量の減少

による渇水の増加が懸念されており、地球温暖化をはじめとする気候変動により、渇水が頻

発化、長期化、深刻化し、さらなる渇水被害が発生することが懸念されている（参考３－５

－３～４）。農業分野では、高温による水稲の品質低下等への対応として、田植え時期や用

水管理の変更等、水資源の利用方法に影響が見られる。また、気温の上昇によって農業用水

の需要に影響を与えることが予想されている。 

 

 

 
上下水道事業において、令和２年度（2020 年度）における電力使用量は合計で約 145 億

kWh であるが、これは同年度の我が国における総電力使用量約 8,632 億 kWh の 1.7％となっ

ている（図３－６－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 水資源とエネルギー消費 6 
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（注）1. 国土交通省水資源部調べ 

2. 全国を 1965～1978 年は 144、1979～1989 年は 169、1990～1997 年は 171、1998～2003 年は 172、2004 年は 175、2005 年は
172、2006 年は 171、2007 年から 168 の地区に分割して集計した。 

3. 同一地区で水道、工水、農水のうち複数の減断水が行われた場合もあるので、それら３用途の総和が必ずしも渇水発生地区数となってはいない。 
 

図３－７－１  各種用水の渇水影響地区数 

 

（１）渇水の状況 

渇水による影響が生じたことの基準を、水道用水については、水道事業者が減圧給水、時

間断水により給水量の削減を行った場合、工業用水については、工業用水道事業者が減圧給

水、時間断水により給水量の削減を行った場合、あるいは需要者に節水率を定めて節水を求

めた場合、農業用水については、河川等の流況の悪化あるいは取水制限に伴い、生育不良が

生じた場合とし、渇水による影響が発生した地区をここでは渇水影響地区数として計上する。

昭和 40 年以降では、昭和 42 年（1967 年）、48 年（1973 年）、53 年（1978 年）、59 年（1984

年）、60 年（1985 年）、平成６年（1994 年）で特に多くの地区で渇水による影響が生じたと

いう結果となっている（図３－７－１、参考３－７－１、参考３－７－２）。 

最近 30 年間における渇水に伴う上水道の減断水の発生状況をみると、九州、四国、近畿、

東海、関東地方で渇水が多発している（参考３－７－３）。 
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１）令和 4 年（2022 年）の降水概況 

令和４年（2022 年）の全国平均年降水量は約 1,538mm であり、最近 10 年間の平均値よ

り少なかった（参考１－２－１）。平年に比べ地域的には、北日本日本海側と北日本太平洋

側で多く、沖縄・奄美ではかなり多く、東日本日本海側と東日本太平洋側は平年並だった。

また、西日本日本海側でかなり少なく、西日本太平洋側で少なかった。 

各季節における降水量は次のとおりである（表３－７－１）。 

   

 

 

 

 

 

 

２）令和 4 年の渇水概況 

令和 4 年（2022 年）１月１日から 12 月 31 日までの間に発生した渇水による水道用水、

工業用水及び農業用水への影響は次のとおりである（表３－７－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

表 3－７－１  令和 4 年（2022 年）の季節ごとの降水の概況 

 

日本海側 太平洋側 日本海側 太平洋側 日本海側 太平洋側

冬 R3.12～R4.2
かなり多

い
平年並 平年並 平年並

かなり少
ない

かなり少
ない

多い

・酒田（山形県）では冬の降水量の多い方からの1位の

値を更新

・岡山（岡山県）、厳原（長崎県）、枕崎（鹿児島県）等の

7地点で冬の降水量の少ない方からの1位の値を更新

春 R4.3～R4.5 少ない 少ない 少ない 多い 少ない 平年並 かなり多い
・春の降水量の多い方及び少ない方からの１位の値を

更新した地点なし

夏 R4.6～R4.8
かなり多

い
かなり多

い
多い 多い 少ない 少ない 平年並

・浦河、函館（以上、北海道）、青森（青森県）等の7地

点で夏の降水量の多い方からの1位の値を更新

秋 R4.9～R4.11 少ない
かなり少

ない
少ない 平年並 平年並 平年並 かなり多い

・都城（宮崎県）、西表島、宮古島（以上、沖縄県）の3

地点で秋の降水量の多い方からの1位を更新

季節 期間

降雨の概況

備考北日本 東日本 西日本
沖縄・奄美

表 3－７－２  令和 4 年（2022 年）の渇水による主な取水制限状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 

 
 

 
 

（注）1. 取水制限については、河川管理者が渇水に関する体制を執っている河川のうち、下記いずれかを満たす河川を指すものである。 
     ①取水施設からの取水量が制限されている河川 
     ②ダム等からの補給が減量されている河川 

2.取水制限の開始日と解除日も 1 日として集計。 
3.取水制限の一時解除期間を含む。 
 

期間(注)２ 延べ日数(注)3 水道 工業 農業

1 中部 天竜川 天竜川   1/28～3/25 57 10 20 20

2 近畿   2/17～5/23 96 20 - 20

3 近畿   7/7～7/21 15 20 - 20

4 中国 日野川 日野川   5/26～9/1 99 20 20 20

5 中国 斐伊川 斐伊川   6/24～7/13 20

6 中国 佐波川 佐波川   7/1～8/22 53 20 20 20

7 中国 旭川 旭川   7/4～9/30 89 20 30 50

8 四国   2/28～3/26 27 30 - 50

9 四国   11/21～ 50 - 70

10 四国 吉野川   2/18～9/20 215 50 50 50

11 四国   1/28～9/19 235 10 35 5

12 四国   12/23～ - 20 -

13 四国   3/15～3/31 17 - 30 30

14 四国   4/13～4/29 17 - 30 30

15 四国   4/14～5/11 28 - - 50

16 四国   6/3～7/5 33 - - 40

17 四国   12/20～ - - 20

18 四国   6/22～7/20 29 7 - 33

19 四国   12/13～ - - 50

20 九州 嘉瀬川 嘉瀬川   3/31～10/18 202 15 15 50

取水制限の状況 最大取水制限率(％)

淀川 猪名川

物部川 物部川

重信川 石手川

No. 地整名 水系名 河川名

仁淀川 仁淀川

吉野川

銅山川

那賀川 那賀川

確保流量を40%減

備考
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ａ．水道用水 

渇水の影響の一つの指標として、水道事業体ごとに、給水制限率（平常時の給水量に対す

る渇水時の給水量の減少割合）、給水制限日数、及び影響人口の積をとり、これらの和を

「渇水影響度（％・日・人）」として示す。（図３－７－２、参考３－７－４、参考３－７－

５）。令和４年（2022 年）は、上水道の影響人口は四国で 684 千人、北九州で 93 千人、渇

水影響度は約 142×106％・日・人であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．工業用水 
給水制限を受けた事業所では、平常時の一日平均給水量の合計 1,536 千㎥／日に対し

て、渇水時の一日平均給水量が約 32％少ない 1,045 千㎥／日となった。この平常時の一日

給水量 1,536 千㎥／日は、従業者 30 人以上の事業所の淡水補給量 33,280 千㎥／日（令和２

年（2020 年））の約 4.6％に相当する（図３－７－３、参考３－７－６）。 

 

ｃ．農業用水 

全国において、渇水による影響を受けた地域はなかった。（図３－７－４、参考３－７－

７）。 

 

 

  

 

 
（注）1. 国土交通省水資源部調べ 

2. 数字は工業用水道から給水制限を受けた事業所の平常時１日平均給水量（渇水時１日平均給水量）を表す。 
3. 地域区分については参考１－２－２を参照 

 
図３－７－２  水道用水の渇水による影響（2022 年） 
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（注）1. 国土交通省水資源部調べ 

2. 数字は工業用水道から給水制限を受けた事業所の平常時 1 日平均給水量（渇水時 1 日平均給水量）を表す。 
3. 地域区分については参考１－２－２を参照 

 
図３－７－３  工業用水の渇水による影響（2022 年） 
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（注）1. 国土交通省水資源部調べ 
2. 地域区分については参考１－２－２を参照 
3. 数字は農業用水道から給水制限を受けた事業所の渇水影響の耕地面積を表す。 

 

図３－７－４  農業用水の渇水による影響（2022 年） 
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３）令和４年の主な水系における取水制限等の状況 

ａ．利根川・荒川水系 

利根川上流域における令和４年（2022 年）の降水量は、１月、３月、6 月、８月、10

月、12 月で平年を下回った。反対に、７月と９月の降水量は平年の約 139％と約 104％で平

年を上回った。年間の降水量は、平年の 95％と平年並であった（図３－７－５）。利根川上

流８ダムは、令和２年度から八ッ場ダムを加えた９ダムとなり、その貯水量は年間を通して

平年を上回った（図３－７－６）。 

利根川・荒川水系では取水制限は行われなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     （注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－５  降水の状況（利根川上流域） 
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（注）1. 国土交通省水資源部調べ 

2. 利根川上流 8 ダムとは矢木沢ダム、藤原ダム、相俣ダム、薗原ダム、下久保ダム、草木ダム、渡良瀬貯水池及び奈良俣ダムを指す。 
                  3. 令和 2 年以降は、八ッ場ダムを加え 9 ダムとした。 

 
図 3－７－６  利根川上流９ダム貯水量図 
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         （注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－８  宇連ダム（豊川水系）貯水量図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－７  降水の状況（宇連ダム地点） 
 

ｂ．豊川水系 

宇連ダム地点における令和４年（2022 年）の降水量は、７月、８月、９月に平年を大き

く上回り、累計降水量でも平年の約 117％と上回った。（図３－７－７）。 

宇連ダムの貯水量は、２月初めから平年を下回ったが、７月以降の降雨により回復し、10

月の降水量が少なかったため 10 月から低下傾向であった。（図３－７－８）。 

豊川水系では、取水制限はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 3 章  水の適正な利用の推進 

72 

 

ｃ．木曽川水系 
牧尾ダム地点における令和４年（2022 年）の降水量は、４月、７月から９月、11 月で平

年を上回ったが、累計降水量は平年の約 90%と平年を下回った。（図３－７－９）。 

牧尾ダムの貯水量は、８月以降は平年を上回った。（図３－７－10）。 

木曽川水系では、取水制限はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－９  降水の状況（牧尾ダム地点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－１０  牧尾ダム（木曽川水系）貯水量図 
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ｄ．淀川水系 

日吉ダム地点における令和４年（2022 年）の降水量は、７月、８月で平年を大きく上回

った。年間の降水量は、平年の約 94%であった。（図３－７－11）。 

日吉ダムの貯水量は、１月から３月、11 月から 12 月は平年を下回ったが、それ以外はほ

ぼ平年並みだった（図３－７－12）。 

淀川水系では、２月 17 日から５月 23 日まで、７月７日から７月 21 日まで取水制限を行

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）国土交通省水資源部調べ 
図 3－７－12  日吉ダム（淀川水系）貯水量図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）
国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－1１  降水の状況（日吉ダム地点） 



第 3 章  水の適正な利用の推進 

74 

 

ｅ．吉野川水系吉野川 

早明浦ダム上流域における令和４年（2022 年）の降水量は、５月、６月は平年を大きく

下回ったが、９月の降水量は平年に対して 154%と多く、年間の降水量は 73%と平年より少

なかった。（図３－７－13）。 

早明浦ダムの貯水量は、１月から９月にかけて平年を下回ったが、それ以降は平年と同程

度であった（図３－７－14）。吉野川水系吉野川では２月 18 日から９月 20 日まで取水制限

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        （注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－1３  降水の状況（早明浦ダム上流域） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
（注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－1４  早明浦ダム（吉野川水系）貯水量図 
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f．吉野川水系銅山川 

吉野川水系銅山川の新宮ダム上流域における令和４年（2022 年）の降水量は、１年を通

して平年を下回り、年間の降水量も平年の 71％と平年を下回った（図３－７－15）。 

貯水量は、１月以降は平年を下回る貯水量で推移し、９月の降雨により回復したが 11 月

以降は平年以下で推移した。（図３－７－16）。 

吉野川水系銅山川では、１月 28 日から９月 19 日まで、12 月 23 日から 12 月 31 日まで取

水制限を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     （注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－1５  降水の状況（新宮ダム上流域） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

         （注）1. 国土交通省水資源部調べ 
                 2. 銅山川 3 ダムとは富郷ダム、柳瀬ダム及び新宮ダムを指す。 

 
図 3－７－1６  銅山川３ダム（吉野川水系）貯水量図 
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（注）国土交通省水資源部調べ 

図 3－７－1７ 降水の状況（江川ダム・寺内ダム上流域平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
       （注）国土交通省水資源部調べ 

 
図 3－７－1８  江川ダム・寺内ダム（筑後川水系）２ダム貯水量図 

g．筑後川水系 

江川ダム・寺内ダム上流域における令和４年（2022 年）の降水量は、１月、８月、９月

で平年より多かったが、年間降水量は平年の約 83%と、平年を下回った（図３－７－17）。 

江川ダム・寺内ダムの２ダム合計貯水量は、５月から８月にかけて平年を下回ったが、そ

れ以降は平年以上で推移した。（図３－７－18）。 

筑後川水系では、取水制限は行われなかった。 
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４）国土交通省渇水対策本部 

渇水が発生した場合において、適切な渇水対策を円滑に行うため、国土交通省渇水対策本

部（以下「本部」という。）を設置することとしている。 

組織及び実施すべき措置等は国土交通省渇水対策本部設置要綱（平成 25 年（2013 年）７

月 22 日）に規定されている。令和４年(2022 年)は、本部は設置されなかった。 

 

５）渇水対策関係省庁会議 

渇水に際し、関係行政機関等相互の密接な連携と協力のもとに各般の施策の連絡調整及び

推進を図るため、渇水対策関係省庁会議を設置している。 

会議の構成、議事等は渇水対策関係省庁会議設置要綱（平成 17 年（2005 年）７月 11 日

関係省庁申し合わせ）に規定されている。令和４年（2022 年）には渇水対策関係省庁会議

は実施されなかった。 

 

（２）災害・事故等に伴う影響の状況 

水の安定供給は、地震や台風等による自然災害や水質事故などによっても影響される（参

考３－７－８、参考３－７－９）。 

１）地震に伴う影響 

平成 23 年（2011 年）に発生した東日本大震災では、19 都道県で断水が生じた。現在、

津波により甚大な被害を受けた地域では、防災集団移転促進事業等の復興事業に合わせて水

道施設の復旧が進められており、福島第一原子力発電所の事故による避難指示区域について

も、避難指示解除に向けて復旧が進められているところである。 

なお、「平成 28 年（2016 年）熊本地震」では、平成 28 年（2016 年）12 月 14 日時点で、

熊本県等の７県で約 44 万６千戸の断水被害が発生した。農地・農業用施設関係では、農地

は 11,696 箇所、農業用施設等は 5,260 箇所で被災した。また、平成 28 年（2016 年）に発

生した鳥取県中部の地震では、平成 28 年（2016 年）12 月 16 日時点で、農地は 180 箇所、

農業用施設等は 444 箇所で被災した。 

 

２）台風や集中豪雨に伴う影響 

令和元年（2019 年）の台風 19 号では、全国各地で浄水場の電気設備が浸水するなどの影

響で、14 都県で 16 万世帯を超える断水被害が発生した。 

 

３）その他事故等に伴う影響 
令和２年（2020 年）の７月豪雨では、全国各地で土砂崩れに伴う管路破損や原水の濁度

上昇等により、17 県で３万７千世帯を超える断水被害が発生した。 
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          （注）1. 厚生労働省「令和 4 年度全国水道関係担当者会議資料」をもとに国土交通省水資源部作成 

2. 管路更新率（％）=更新された管路延長/管路総延長×100 

図３－８－２  上水道管路の更新率 
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（注）1. 厚生労働省「令和 4 年度全国水道関係担当者会議資料」をもとに国土交通省水資源部作成 

2. 管路経年化率（％）=法定耐用年数を超えた管路延長/管路総延長×100 

図３－８－１  上水道管路の経年変化率 
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（１）水道施設 

水道管路は、法定耐用年数が 40 年であり、高度経済成長期に整備された施設の更新が進

まないため、管路の経年化率が上昇し、老朽化が進行している（図３－８－１）。一方、管

路の更新率は年々低下傾向で、管路更新が進んでいない状況である（図３－８－２）。 

水道施設における耐震化は、基幹管路と浄水施設は耐震化が進んでいない。配水池は基幹

管路や浄水施設に比べ耐震化が進んでいる状況である（参考３－８－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 水資源関連施設の維持管理の状況 8 
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（２）工業用水道施設 

高度経済成長期に整備された多くの工業用水道では、耐用年数を超過して使用している施

設の老朽化による漏水等に起因する事故が増加傾向となっている（図３－８－３）。さらに

受水企業の事業縮小や撤退等による需要の減少等により、管路の耐震化適合率は、46.6％に

とどまっている（参考３－８－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）下水道施設 

下水道整備の進展に伴い、管路延長は約 49 万ｋｍ、処理場数は約 2,200 箇所など下水道

ストックが増大している。そのうち標準的な耐用年数 50 年を経過した管路は約 3 万 km であ

り、老朽化が進行している（参考３－８－３）。 

また、管路施設の老朽化等に起因した道路陥没の発生件数は、令和３年度には、約 2,700

件発生している（参考３－８－４）。 

 

（４）水資源開発施設 

水資源機構が管理する管水路などの施設で漏水事故は毎年発生している（参考３－８－

５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
     （注）1. 経済産業省資料をもとに国土交通省水資源部作成 
          2. 東日本大震災による事故を除く 

 

図３－８－３ 工業用水道事故発生件数の推移 
 


